
マスタ タイトルの書式設定

2022年5月24日

（東証プライム市場︓8331）

2022年3月期 決算説明会

千葉銀⾏Webサイト
〔IRライブラリ〕

⃝ 皆さま、おはようございます。頭取の米本でございます。

⃝ 早速ですが、私より、資料に沿いまして説明いたします。

⃝ それでは、資料の３頁をご覧ください。
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(億円） 前期比

業務粗利益 1,560 1,615 54
資⾦利益 1,245 1,318 72
役務取引等利益 261 275 13
特定取引利益 17 11 △ 6
その他業務利益 35 10 △ 24

うち債券関係損益 △ 3 △ 14 △ 10
経費（△） 860 845 △ 14
実質業務純益 700 769 69

コア業務純益 703 783 80
除く投資信託解約損益 662 751 89

⼀般貸倒引当⾦純繰⼊額（△） 32 15 △ 17
業務純益 667 754 86
臨時損益 △ 25 △ 17 7

うち不良債権処理額（△） 71 56 △ 15
うち株式等関係損益 58 27 △ 31

経常利益 642 736 94
特別損益 △ 3 △ 3 △ 0
当期純利益 456 523 66

与信関係費用（△） 104 71 △ 32

(億円） 前期比

連結経常利益 718 788 70
親会社株主に帰属する当期純利益 496 544 48

2021/3

2021/3 2022/3

2022/3連結

単体

業績概要①
第１４次 中期経営計画
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P.6

P.13

P.14

P.15

業務粗利益

1,440 1,494 1,522 1,527 1,560 1,615 

753 782 791 787 790 864

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

上期

通期

607 637 626 642 662 
751

329 329 335 339 344 396

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

上期

通期

投信解約損益を除くコア業務純益

 資⾦利益が前期⽐+72億円と10年ぶりの⾼⽔準であり、役務取
引等利益は同+13億円と過去最⾼を更新、業務粗利益は同
+54億円と5期連続増益

 新本店ビル関連費用の減少を主因に経費は同△14億円
 投信解約損益を除くコア業務純益は同+89億円と3期連続増益で

あり、本業収益の好調を維持
 与信関係費用は同△32億円と減少し、計画100億円対⽐でも抑

制
 単体の当期純利益は2016年3月期(525億円)以来過去2番⽬の⾼

⽔準であり、連結も2期連続増益となり計画520億円対⽐で上振
れて着地

2022年3月期 決算のポイント

⃝ 初めに業績の概要です。

⃝ 資金利益が前期比７２億円増加した他、役務取引等利益が前年度に続いて過去最

高を更新するなど好調であったことなどから、３０億円程度の外債の売却損を計

上する中でも、業務粗利益は５４億円増加の１,６１５億円となり、５期連続の

増益となりました。

⃝ 新本店ビル関連の一過性費用剥落により、経費は１４億円減少しており、投信解

約損益を除くコア業務純益は８９億円増加と、３期連続の増益を確保し、本業収

益の好調を維持しています。

⃝ 与信関係費用は、計画の１００億円に対して７１億円と抑制できており、前期比

でも３２億円減少しました。

⃝ 当期純利益は、単体が５２３億円と２０１６年３月期の５２５億円に次ぐ過去

２番目の高水準であり、連結も４８億円増加の５４４億円と、計画５２０億円よ

り上振れて、過去３番目の高水準で着地しました 。

⃝ ４頁をご覧ください。
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496 

544 

資⾦利益
+72 

役務利益
+13 経費

+14 

与信費用
+32 

特定･
その他業務

△31 

その他
△35 連単差

△17 

2021/3 2022/3

(億円)

480 

544 
資⾦利益

+81

役務利益
+49

与信費用
+23

連単差
+0

特定･その他
業務
△42 経費

△26
その他
△21

2020/3 2022/3

(億円)

+64

親会社株主に帰属する当期純利益の増減要因 (単体＋連単差)

2021年3月期比（前期比）

2020年3月期比 (コロナ前との比較)

+48

269.1 

267.4 

265.0 264.8 264.5 265.0 

269.2 

270.8 
272.2 272.0 

273.6 

'17/9 '18/3 '18/9 '19/3 '19/9 '20/3 '20/9 '21/3 '21/9 '22/3 '22/4

(百万円)

円貨貸出⾦ 1日当たり資⾦利益 (単体)

‘21/3期 ‘22/3期 ‘23/3期 ’24/3期 ’25/3期

上 下 上 下 上 下 上 下 上
要件対象期間
付利期間

(億円) 合計
付
利
額

①②③達成 17 9 9 10 10 10 68

①②達成 17 9 9 10 48

日銀「地域⾦融強化のための特別当座預⾦制度」の付利⾒込

①
①

②
②

③
③

①:充足済
②:充足⾒込
③:計画を達成すれば充足⾒込

付利額

※該当期の受取額を記載。

業績概要②

⃝ 連結の当期純利益をコロナ前の２０２０年３月期決算と比較すると、資金利益や

役務利益の増加が増益に寄与しており、様々な成長戦略による本業の好調が成果

として表れています。

⃝ また、右側上部のグラフで示したように、円貨貸出金の１日当たり資金利益は、

２年前から増加に転じており、資金利益の拡大に貢献しています。

⃝ ５頁をご覧下さい。
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【連結子会社】 （億円）
出資割合 利益項⽬

(間接含む) (子会社間配当控除後) 前期比
経常利益 18 10 △ 8
当期純利益 12 7 △ 4
経常利益 14 11 △ 3
当期純利益 9 7 △ 1
経常利益 57 51 △ 6
当期純利益 38 33 △ 4
経常利益 9 10 0
当期純利益 6 6 0
経常利益 7 7 △ 0
当期純利益 4 4 △ 0
経常利益 107 90 △ 16
当期純利益 71 60 △ 10

【持分法子会社】
持分法に応じた
当期純利益

3 3 0

親会社への配当(△) 35 42 7

連単差 ※ 39 21 △ 17

※未実現利益等の調整後

2021/3 2022/3会社名

ちばぎん証券 100%

ちばぎんリース 100%

ちばぎん保証 100%

ちばぎん
ジェーシービーカード

100%

6社 合計

その他5社 合計 100%

合計

(億円） 前期比

連結粗利益 1,678 1,719 40
資⾦利益 1,215 1,280 65
役務取引等利益 368 386 18
特定取引利益 59 41 △ 18
その他業務利益 35 9 △ 25

営業経費（△） 939 911 △ 28
与信関係費用（△） 106 78 △ 27

⼀般貸倒引当⾦純繰⼊額（△） 33 16 △ 16
不良債権処理額（△） 72 61 △ 11

株式等関係損益 58 27 △ 30
持分法投資損益 3 3 0
その他 23 27 3
経常利益 718 788 70
特別損益 △ 3 △ 4 △ 0
税引前当期純利益 714 783 69
法人税等合計 218 238 20
当期純利益 496 544 48
⾮⽀配株主に帰属する当期純利益 - - -
親会社に帰属する当期純利益 496 544 48

(参考）
連結業務純益 784 853 68

2021/3 2022/3連結 子会社の状況

業績概要③
〜 連結決算・子会社の状況 〜

第１４次 中期経営計画
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⃝ 左側が連結の決算概要となります。単体決算同様に好調な内容であることがご確

認頂けるかと思います。

⃝ 右側は子会社決算の状況となります。

⃝ ちばぎん証券で販売が不調であったことや、ちばぎん保証で前年に与信費用の戻

入があったことの反動で利益が減少したことなどに加え、前年の好決算を受けて

親会社への配当を増加させたことから、連単差は縮小しました。

⃝ ６頁をご覧ください。
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(億円） 前期比
資⾦利益 1,245 1,318 72

国内資⾦利益 1,187 1,236 49
預貸⾦利息 971 985 13

貸出⾦ 978 990 12
預⾦+NCD        (△) 6 5 △ 1

有価証券利息配当⾦ 206 220 14
債券 25 25 0
株式配当⾦ 85 97 12
投資事業組合 △ 0 6 6
投信 96 91 △ 4

うち解約益 44 27 △ 16
その他（市場運用調達等） 9 30 21

国際資⾦利益 58 81 22
貸出⾦ 55 43 △ 11
外国証券 113 124 11

外国証券 93 89 △ 4
外貨ファンド 19 28 8
投信 0 6 6

うち解約益 △ 2 4 6
その他（調達、市場運用等） △ 109 △ 86 23

資⾦利益（除く投信解約益） 1,204 1,286 81
投信解約益 41 32 △ 9

2022/32021/3

86,310
90,931

95,037
100,493

105,845
110,482

98,919
103,915 108,440

1.16%
1.07%

1.01%
0.95% 0.92% 0.89%

0.97% 0.94% 0.91%

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

△3bp

△3bp

財務省
貸出除く

財務省
貸出除く

△9bp
△6bp △5bp

△4bp △2bp

△2bp

国内貸出⾦利息の増減要因（前期比）

国内業務部門 貸出⾦平残・利回り

資⾦利益
第１４次 中期経営計画
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前年度に12年ぶりの反転となった国内業務の貸出⾦利息は、順調に増加

△92
△74

△57 △58
△38 △30

43 
53 

44 
55 51 42

△49

△20 △13
△2

+13
+12

2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円) ボリューム要因

利回り要因

⃝ 国内業務部門の資金利益は、前年と同様に、利回り低下要因をボリューム増加要

因が打ち返すことで、貸出金利息が前期比１２億円増加しました。

⃝ また、株式配当金が増加したことで有価証券利息配当金も１４億円増加したほ

か、日銀特別付利の利息収入１７億円も計上したことで、全体では４９億円増加

しました。

⃝ 国際業務部門の資金利益は、前年に行っていた厚め・長めの調達を正常化させた

ことにより調達コストが減少したことに加えて、外貨ファンドの分配が好調で

あったことなどから、全体では２２億円増加しました。

⃝ 資金利益全体では、前期比７２億円増加とトップラインの伸びを牽引していま

す。

⃝ ７頁をご覧ください。
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預⾦・貸出⾦
第１４次 中期経営計画
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44,109 
45,860 

48,390 

51,793
54,263

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)
(億円） 増減率

預⾦ 141,045 147,876 6,831 4.8%
国内預⾦ 138,224 145,211 6,987 5.0%

うち個人預⾦ 100,437 105,353 4,915 4.8%

(億円） 増減率
貸出⾦ 112,064 116,913 4,848 4.3%
国内貸出⾦ 109,626 114,259 4,632 4.2%

除く公共 105,529 109,549 4,019 3.8%
事業者向け 66,325 69,305 2,980 4.4%

大・中堅企業 14,531 15,042 510 3.5%
中小企業 51,793 54,263 2,469 4.7%

消費者ローン 39,204 40,243 1,039 2.6%
うち住宅ローン 37,361 38,343 982 2.6%
うち無担保ローン 1,770 1,836 66 3.7%

公共 4,097 4,709 612 14.9%

国内貸出⾦ 109,626 114,259 4,632 4.2%
除く公共 105,529 109,549 4,019 3.8%

千葉県内店 72,584 74,515 1,930 2.6%
千葉県外店 32,944 35,033 2,088 6.3%

特別店(※) 15,833 16,856 1,022 6.4%
千葉県外リテール店舗 17,111 18,177 1,066 6.2%

（※）東京営業部、新宿⽀店、大阪⽀店

2022/3 前期比

2022/3 前期比

2021/3

2021/3

中小企業向け貸出

事業者向け貸出、住宅ローン、無担保ローンが順調に増加

+7.0％

+5.5％

+6.5％
+3.9％

住宅ローン

無担保ローン

34,311 
35,486 

36,323 
37,361 

38,343 

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

+2.8％
+2.3％

+4.5％
+3.4％

1,422 
1,578 

1,704 
1,770 

1,836 

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

+3.8％
+7.9％

+12.5％
+11.0％

+4.7％

+2.6％

+3.7％

⃝ 預金は前期末比４.８％増加の約１４兆８,０００億円、貸出金は４.３％増加の

約１１兆７,０００億円となりました。

⃝ お客さまの資金ニーズに積極的に対応したことで事業者向け貸出金が４.４％増

加しており、住宅ローンも２.６％、無担保ローンも３.７％増加するなど、増勢

を維持しています。

⃝ ８頁をご覧ください。
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開始済
57%

開始前
43%

実施 1%

貸出⾦の状況①

コロナ関連融資 残高

※スポット貸出､当座貸越､コミットメントライン等を除く

コロナ関連貸出の需要減少後も、事業者向け貸出は順調に増加

一般貸出 (円貨) の末残増加額（対前年同期比）

一般貸出 (円貨) の実⾏額

3,305 3,319 3,205 

680 572 540 

3,986 3,892 3,746 

2021/3 2021/9 2022/3

(億円)

保証協会

プロパー

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1Q 2Q 3Q 4Q

(億円)
2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期

2,500

3,500

4,500

5,500

1Q 2Q 3Q 4Q

(億円) 2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期
※証書貸付･手形貸付･商手割引のみを抽出（当貸、スポット貸出等を除く）

うち、ゼロゼロ融資取組み先の状況
2022/3末残 2,177億円2022/3末残 2,177億円

返済
開始

条件変更
実施

末残

※残⾼ベースの割合

⃝ 左上のグラフの通り、コロナ関連融資の実行一巡により、第３四半期の実行額は

減少しましたが、第４四半期の実行額は、コロナ前を上回る水準まで回復しまし

た。

⃝ また、右下に記載の通り、ゼロゼロ融資のうち５７％は既に返済が始まっていま

すが、条件変更を実施した貸出は１％に留まっており、ゼロゼロ融資により資金

繰りを支援したお客さまの信用力に大きな悪化は見らません。

⃝ ９頁をご覧下さい。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

9

67,976 69,630 71,721 74,650 76,507 

23,047 24,043 
26,270 

28,712 31,186 5,037 5,365 
5,770 

6,263 
6,564 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(億円)

5,501 
5,267 5,127 

4,880 

4,490 
4,155 

3,839 3,701 

6,056 
5,844 

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(億円) コロナ後

貸出⾦の状況②

国内貸出 地域別残高

コロナ禍で中小企業の借⼊ニーズに積極的に対応

【千葉県】
+1,857億円

(+2.4％)

【東京都】
+2,474億円

(+8.6％)

【その他地域】
+301億円
(+4.8％)

保証協会付貸出残高

【2021/3⽐】

44,083 
45,161 

46,181 
46,931 

47,866 

49,332 
50,734 

16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(先)

一般貸出 融資先数 （国内のみ・公共除き)

98％が
中小企業等

18.9%

17.2%

27.6%

9.5%

8.4%

7.3%

17.0%

9.5%

6.8%

10.7%

4.2%

4.3%

43.9%

60.7%

54.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

メガ3⾏平均

地銀平均

千葉

不動産･リース 卸･小売 製造 ⾦融･保険 他

業種別 貸出⾦割合 (2021/9末)

(62⾏)

千葉銀⾏

※単体〔出所︓ニッキン〕

うち不動産賃貸
21.9％

⃝ 左上のグラフの通り、事業者の融資先数は５万先を超え、お客さま基盤の拡大が

進んでおります。

⃝ また、右下のグラフで示したように、地域別では、東京を中心とした千葉県外で

貸出残高が大きく増加しており、千葉県内の貸出も順調に増加しております。

⃝ １０頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

10

1,441 1,299 
918 

1,441 1,444 

93
83

26

円債 1

△ 83△ 30

17

52

79

△ 145

106
89

△ 72

300
264

1,610 
1,489 

924 

1,822 
1,481 

△500

0

500

1,000

1,500

2,000

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

発⾏額︓3億ドル（11倍超の応札あり）
年限 ︓5年
利回り︓1.389％（メガバンク⽐+7.5〜8.5bp)

※米5年債利回り︓2.95％ (2022/4末)

発⾏額︓3億ドル（11倍超の応札あり）
年限 ︓5年
利回り︓1.389％（メガバンク⽐+7.5〜8.5bp)

※米5年債利回り︓2.95％ (2022/4末)

有価証券
第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

リスク分散を基本としたポートフォリオ運営

※海外ＣＤを含むベース

その他有価証券評価損益有価証券末残※1・平均残存期間※2

円債
△84億円

株式
+3億円

その他
△35億円

外債
△224億円

↑評価益

↓評価損

流動性管理の状況

〔合計〕
△341億円

【2021/3⽐】

短期流動性 運用調達構造

バーゼル
規制

当⾏管理

米ドル債
発⾏

(2021/9)

流動性カバレッジ比率(LCR)
〔全通貨〕
流動性カバレッジ比率(LCR)
〔全通貨〕

安定調達比率(NSFR)〔全通貨〕
※2021/9基準より適用開始
安定調達比率(NSFR)〔全通貨〕
※2021/9基準より適用開始

運用調達GAP運用調達GAP 調達限度額調達限度額

米ドルLCR米ドルLCR

米ドルNSFR米ドルNSFR

外貨⻑期安定調達比率外貨⻑期安定調達比率

177% > 基準100% 125% > 基準100%

※1 末残は評価損益を除くベース
※2 平均残存期間はアセットスワップ考慮後のベース

3,993 4,476 5,189 5,316 5,754

1,155 1,141
1,113 1,105 1,0502,619

3,357
3,990

4,986
5,4013,803

4,300
4,615

4,972
5,619

3,914

3,455

3,510

3,734
3,667

4,469 2,606
1,694

1,868
1,658

19,956
19,337

20,112

21,984
23,151

3.5年 3.5年
4.2年

5.1年 5.2年

1.6年 1.4年 1.7年
2.3年

2.7年

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)
国債

△11.2％

株式
△4.9％

外貨建
有価証券
+8.2%

社債等
+13.0％

投信等
+8.3％

【2021/3末⽐】

地⽅債
△1.7％

円債
平均残存期間

+0.0年

外債
平均残存期間

+0.3年

〔合計〕+5.3％

スワップ(繰延ヘッジ)評価益43億円を勘案後の外債評価損益は△102億円

うち固定債
2,000億円

⃝ 有価証券残高は、約２.３兆円となります。

⃝ 評価損益に関しては、右上のグラフの通り、金利上昇の影響を受けており、繰延

ヘッジ控除後の外債の評価損が１０２億円、円債の評価損が８３億円となってい

ますが、投信を中心とした「その他」は２６４億円のプラスを維持しており、株

式を含めた全体では１,４８１億円の評価益と大きなプラスを確保しています。

⃝ 続いて、金利上昇の影響について説明いたします。

⃝ １１頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

11

〔⾦利がパラレルに10bp上昇した場合の影響〕
※2022/3末時点の残⾼に対する影響。
※米ドル外貨預⾦⾦利は70％程度追随する前

提で試算。
※⾦利上昇に伴う信用リスクへの影響は織り

込まず。

外貨⾦利上昇の既存貸出･
有価証券への影響 (概算)

⾦利上昇の影響①
〜 外貨 〜

(億円) 米ドル ユーロ
資⾦利益 ▲0.4 ▲0.4
評価損益 ▲14.7 ▲5.5

外債 ▲9.2 ▲3.7
株式･投信 ▲5.4 ▲1.7

海外⾦利上昇の資⾦利益への影響は⼀定程度に抑制

固定債 17%
1,208百万㌦

変動債 30%

貸出(全て変動)
36%

他 17%

固定 17%

変動 83%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

運用内容 ⾦利構成

米ドル 運用･調達構造

調達運用

2022/3末残 7,159百万㌦2022/3末残 7,159百万㌦

社債 8%

通貨スワップ
23%

他､⻑期性
1%

外貨預⾦
11%

NCD 18%

レポ 15%

他､短期, 24%

固定 8%

変動 92%

⾦利構成 調達手段

ユーロ 運用･調達構造

2022/3末残 1,186百万ﾕｰﾛ2022/3末残 1,186百万ﾕｰﾛ

※米ドル･ユーロ以外の外貨建て運用資産は250百万米㌦相当

固定債 31%
366百万ﾕｰﾛ

変動債 54%

貸出(全て変動)
9%

他 6%

変動 100%

0%

50%

100%

⾦利･運用構成 ⾦利構成

調達運用
※期間1年以内の短期調達･短期貸出は

変動⾦利に区分

米ドル⾦利上昇時 外債評価損益変化額

⾦利期間 1年 3年 5年 7年 10年
3月31日 1.60 2.51 2.46 2.43 2.34
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 3.50 3.30 3.00

(%)

変化額合計
▲56億円
変化額合計
▲56億円

【シミュレーション 前提⾦利】

※3月31日時点保有外債への影響額

※期間1年以内の短期調達･短期貸出は
変動⾦利に区分

⃝ 当行では、外貨の金利リスクを抑制した運用方針をとっています。

⃝ 米ドルの運用・調達額は全体で約７２億ドルありますが、貸出は全て変動金利で

あり、債券も過半を変動債で運用していることから、固定金利での運用は全体の

１７％に留まっています。

⃝ このため、金利上昇が資金利益に与えるマイナスの影響額は、１０ベーシス当た

り４千万円程度と一定の水準に抑制できています。ユーロの資金利益影響額に関

しても、米ドルと同程度となる４千万円に留まります。

⃝ また、評価損益への影響は左下の表の通りです。右下の枠内に記載の通り、米ド

ル金利について、短めの金利ゾーンは３％超、５年以降が３％となった場合のシ

ミュレーションでは、外債の評価損益が５６億円悪化する試算となります。ただ

し、これは３月末時点で保有していた外債に対する影響額であり、４月以降にも

保有銘柄の入替を行っていることから、実際の影響額は表示の金額よりも抑制さ

れています。

⃝ １２頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

12

〜1年
27%

1年超〜3年
37%

3年超〜5年
24%

5年超〜
12%

3年以内
累計64％

⾦利上昇の影響②
〜 円貨 〜

円⾦利上昇は、円貨資⾦利益増加に貢献

資本性調達
5%

固定性預⾦
18%

流動性預⾦ 63%

市場性調達他
14%

投資有価証券
6%

固定(⼀般)
24%

固定(住宅)
3%

短期プライム等
24%

市場連動
11%

市場性運用他
32%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

運用 調達

円貨 運用･調達構造 2022/3末残 17.8兆円2022/3末残 17.8兆円

⾦利
期間 〜1年 1年超〜

3年
3年超〜

5年
5年超〜

7年
7年超〜

10年 10年超

10bp 0 6 5 6 18 14

円債 ⾦利期間別感応度

(億円)

合計 52億円合計 52億円

4.8兆円

固定(一般)の固定⾦利期間残存年数

⃝ 続いて、円金利上昇の影響額についてご説明します。

⃝ 左側のグラフは、円の運用・調達の構造です。固定金利貸出が一定割合を占める

ものの、事業者向けの固定金利貸出のうち三分の二程度は３年以内に金利の見直

しが発生することから、仮に今後の円金利が上昇した際には、その恩恵を享受で

きる見込みです。

⃝ イールド･カーブ･コントロールやマイナス金利が解除された場合の、資金利益へ

の影響額について、シミュレーションをした結果を簡単にご説明いたします。

⃝ 3月末のBS構造のまま、YCC・マイナス金利解除により円金利が上昇した場合、貸

出金利息の増加により６０億円程度のプラス効果がある一方で、円債などの市場

運用部門では１０億円程度のマイナス効果が見込まれ、ネットすると５０億円の

資金利益増加要因があるという試算結果になっています。

⃝ これは、BS構造が不変であった場合のシミュレーションであることから、今後、

貸出などのボリュームを増加させることにより、さらに資金利益は増加すること

が見込まれます。

⃝ このように、円金利上昇は当行資金利益に好影響を与えることが見込まれます。

⃝ １３頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

13

前期比
役務取引等利益 261 275 13

役務取引等収益 450 464 13
役務取引等費用（△） 188 188 0

＜主な内訳＞
うち預かり資産関連 81 71 △ 9

うち投信手数料 38 37 △ 1
うち年⾦・⼀時払終⾝保険手数料 13 11 △ 2
うち平準払保険手数料 20 14 △ 6
うち⾦融商品仲介手数料 7 6 △ 0

うち法人ソリューション関連 116 128 12
うち私募債 4 4 △ 0
うちシ・ローン等 93 99 6
うちM&A・アドバイザリー手数料 5 11 5
うちビジネスマッチング手数料 12 13 1

うち信託・相続関連 13 17 4
うちキャッシュレス関連 6 13 6
うち為替関連 130 126 △ 3
うちローン⽀払保険料・保証料（△） 121 121 0

（億円） 2022/32021/3
役務取引等利益

役務取引等利益
第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

法人ソリューション関連が牽引し、役務取引等利益は過去最⾼を更新

法人ソリューション関連収益

6 6 6 4 4

60 70 75
93 99

3
2

4

5
11

13
11

11

12
13

84
90

98

116
128

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

シ･ローン等
+6

私募債
△0

M&A・
アドバイザリー

+5

【前期⽐】
〔合計〕+12

ビジネス
マッチング

+1

※3Qまで法人ソリューション関連収益に含めていた
法人ポータルの収益を、今回より含めず

84 90 98 116 128
6 9 12

13
17114 93 77

81 71
3 4 5

6 1328 26 32
44 44237 224 226

261 275

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

キャッシュレス
+6

信託･相続
+4

その他
△0

【前期⽐】
〔合計〕+13

預かり資産関連
△9

法人ソリュー
ション関連

+12

※今回より、信託･相続には信託報酬を含む（過去に遡って変更）

⃝ 役務取引等利益は、前期比１３億円増加の２７５億円と２年連続で過去最高を更

新しました。

⃝ 預かり資産関連は９億円減少したものの、取引先のニーズを捉えた提案を行った

ことで、法人ソリューション関連が１２億円増加と過去最高を更新したことが、

利益全体の増加を牽引しました。

⃝ また、信託･相続関連、キャッシュレス関連についても、過去最高を更新してい

ます。

⃝ １４頁をご覧ください。
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マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

14

物件費
14

18 17

税⾦
26

4 2

40

23
20

2021/3 2022/3 2023/3

(億円)

実績 実績 ⾒込み

経費
第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

邦銀トップレベルの経費率（OHR）で、効率的な運営を維持

2023/3
前期比 (計画) 前期比

経費 (△) 860 845 △ 14 825 △ 20

人件費 (△) 407 399 △ 8 391 △ 7

物件費 (△) 375 382 7 372 △ 10

税⾦ (△) 77 63 △ 14 61 △ 2

OHR(単体) ※1 55.0% 52.0% △2.9% 49.6% △2.4%
OHR(連結) ※2 55.8% 52.5% △3.2%

(億円）
2021/3 2022/3

経費の主な増減要因

新本店ビル関連 経費実績･⾒込み

※1 経費 ÷（業務純益－債券関係損益等＋⼀般貸倒引当⾦純繰⼊額＋経費）

2020年9月竣工

(億円）
2023/3（計画）

退職給付費用減少△8 コスト削減策△4
雇用調整助成⾦反動+2 人員減少△3
新本店ビル+4 収益増強施策・戦略的投資+15
収益増強施策･デジタル投資+9 預⾦保険料率引下△19
効率化実現･コスト削減 △6 効率化実現･コスト削減△6
新本店ビル消費税反動減△26 新本店ビル不動産取得税等反動減△2
新本店ビル不動産取得税等+4

2022/3（実績）

+7 △10

△7△8

△14 △2

物件費
（△）

税⾦
（△）

人件費
（△）

※2 営業経費 ÷（連結粗利益－債券関係損益）

55.0%

66.5%
70.6%

40%

60%

80%

千葉 メガ3⾏平均 地銀･第二地銀平均

千葉 メガ3⾏ 地銀･第二地銀
平均 平均

低い⽅が効率的な運営
〔2021年3月期 単体ベース（経費÷業務粗利益）〕

経費率（OHR) 他⾏比較

※出所︓ニッキンレポート

⃝ 経費は、新本店ビル関連の一過性費用の剥落が、１７億円の経費減少要因となり

ました。

⃝ DX関連などの前向き投資を進めた一方で、業務効率化に伴う経費削減も進めたこ

とで、経費全体では１４億円の減少となりました。

⃝ 今期は、預金保険料引下げに伴い物件費が１９億円減少することが見込まれるこ

となどから、経費全体で２０億円の減少を計画しており、OHRは５０％を切る水

準まで低下する見込みです。

⃝ １５頁をご覧ください。
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(億円） 前期比 前期比
与信関係費用（△） 104 71 △ 32 90 18

⼀般貸倒引当⾦純繰⼊額（△） 32 15 △ 17 1 △ 14
不良債権処理額（△） 71 56 △ 15 89 32

83 73 △ 10 107 33
うち新規発⽣（△） 87 65 △ 21 100 34
うち既先（△） 4 11 7 10 △ 1
うち回収等 7 3 △ 4 3 △ 0

償却債権取⽴益 12 17 5 18 0

与信費用⽐率（△） 9bp 6bp △3bp 7bp 1bp

2023/3
（計画）

貸出⾦償却・個別貸倒引当⾦純繰⼊額等 (△)

2021/3 2022/3

与信関係費用
第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

与信関係費用は低位に抑制できており、不良債権⽐率は1％割れまで低下

⾦融再⽣法開⽰債権・不良債権比率

不良債権 新規発⽣

貸倒引当率

単体 0.65％
連結 0.57％

単体 0.36％
連結 0.30％

参考

部分直接償却前

貸倒引当⾦÷貸出⾦ (貸倒引当⾦+部分直接償却額[貸出⾦分])
÷(貸出⾦+部分直接償却額[貸出⾦分])

部分直接償却後

0.96% 0.95%

2.13%

千葉 メガ3⾏平均 地銀･第二地銀平均千葉 メガ3⾏ 地銀･
平均 第二地銀

平均

不良債権比率
(⾦融再⽣法開⽰基準)

※出所︓ニッキンレポート
（単純平均、単体ベース）

〔2021/12基準〕

404 409 442 422 411

694 634 555 569 549

170 183 185 162 171

1,270 1,228 1,183 1,153 1,132

1.27% 1.19%
1.10% 1.02% 0.96%

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

破産更⽣債権
+8

危険債権
△19

要管理債権
△10

不良債権⽐率
△5bp

【2021/3末⽐】

〔合計〕△21

23 30
43

28 20

49

76
66

58
45

73

106 109

87

65

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

【前期⽐】
〔通期〕△21

下期
△12

上期
△８

0.36%
0.67% 0.84%0.65%

千葉 メガ3⾏平均 地銀中央値千葉 メガ3⾏平均 地銀中央値

貸倒引当率の他⾏比較 (単体)

部直前

※単体は､貸出⾦から消
費者ローンを除く

※他⾏数字は2021/3基
準公表値から当⾏計算
(部直前後を考慮せず)

⃝ 与信費用では、第４四半期に前倒し･予防的な引当を４０億円程度実施しました

が、与信関係費用全体では前期比３２億円の減少と低位に抑制されています。

⃝ 新規発生が２１億円減少しており、正常先の引当率が低下したことで一般貸倒引

当金繰入額が１７億円減少したことなどが主な減少要因となります。

⃝ 今期は、１００億円の新規発生を見込み、与信関係費用は９０億円を計画してい

ますが、前倒し・予防的な引当を行っていることから、保守的であると考えてい

ます。

⃝ なお、右下の記載の通り、前期にも大口の不良債権発生がなかったことから、不

良債権比率は０.９６％と１％割れの水準まで低下しており、中小企業向け貸出

が中心にもかかわらず、メガ３行と同程度の健全性を確保しています。

⃝ １６頁をご覧ください。
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【格付判定】
以下の⽬安等を参考に総合的に判断
して、正常先に留める事例もあり
 コロナ前は⿊字、繰越損失･債務超

過無し
 従来から正常先
 アフターコロナの⿊字化が⾒込ま

れる

【格付判定】
以下の⽬安等を参考に総合的に判断
して、正常先に留める事例もあり
 コロナ前は⿊字、繰越損失･債務超

過無し
 従来から正常先
 アフターコロナの⿊字化が⾒込ま

れる

コロナ影響・ウクライナ情勢の影響等

コロナ影響･ウクライナ情勢を勘案したストレス時の与信費用は年100億円程度

コロナ影響
マクロ的視点から算出

ミクロ的視点から算出①

ウクライナ情勢の影響

対象先︓全与信先 (下記｢ミクロ的視点｣の与信費用算出対象先、消費者ローンを除く)

①2022年3月の日銀短観データ等を参
考とし､業種毎の影響度を想定

②資⾦繰り状況、コロナ禍の⽀援有無、
業種、⾏内格付の要素を元に、影響
を受ける先を特定

③ストレス下での与信費用を試算

業種別
コロナ影響

影響度
2023/3期 2024/3期

大 宿泊･飲食･旅客運送 影響大 影響大

中 建設･小売･個人サービス等 一定の影響 格付低位先に
一定の影響

小 その他 無し 小幅影響

対象先︓■グループ与信額1億円以上の条件変更先等
（住居系不動産賃貸業･⾦融業･公共等を除く)

■破綻懸念先以下
把握している先

対象先︓審査セクションが個別に実態を
把握している先

ストレス時与信費用(新規発⽣)

※財務基盤の弱い川下産業
対象先︓中小企業の ｢小売｣｢卸売｣｢運輸業｣

※財務基盤の弱い川下産業

原材料･燃料⾼騰の価格転嫁の遅れで収⽀状況が
⼀定程度悪化するストレスシナリオを想定

※ロシア･ウクライナと直接取引する融資先における影響は足元で
は限定的であることを調査済

2023/3期 2024/3期

コロナ影響 マクロ 29 39
ミクロ 59 62

ウクライナ情勢の影響 12 －
合計 101 101

【前提】感染拡大･収束を繰り返しながら経済情勢は緩やかながらも回復に向かうものの、
業種や個社の状況によっては回復に時間を要する

コロナ影響の一時的赤字先

(億円)

以下のコロナ影響調査等を基に､
個社別の実態を踏まえた与信費
用を試算
 影響からの回復状況
 足元の売上⽔準 個社別の実態を踏まえた与信費用を試算

ミクロ的視点から算出②

⃝ 継続的に実施している「コロナの影響のストレステスト」に関して、ウクライナ

情勢の影響も勘案したストレステストを実施しました。

⃝ ストレス時においても新規発生は年間１００億円程度に収まるという試算結果で

あり、この試算は以前のバックテストで正確性が証明されており、今期の新規発

生計画１００億円が保守的であることを確認しています。

⃝ １７頁をご覧ください。
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業績計画
第１４次 中期経営計画
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〜未来へ、つながる・超える〜

2023/3
(億円） （計画） 前期比

業務粗利益 1,615 1,620 4
資⾦利益 1,318 1,344 25
役務取引等利益 275 283 7
特定取引利益 11 24 12
その他業務利益 10 △ 31 △ 41

うち債券関係損益 △ 14 △ 43 △ 28
経費（△） 845 825 △ 20
実質業務純益 769 795 25

コア業務純益 783 838 54
除く投資信託解約損益 751 785 33

⼀般貸倒引当⾦純繰⼊額（△） 15 1 △ 14
業務純益 754 794 39
臨時損益 △ 17 6 23

うち不良債権処理額（△） 56 89 32
うち株式等関係損益 27 80 52

経常利益 736 800 63
特別損益 △ 3 △ 1 2
当期純利益 523 570 46

与信関係費用（△） 71 90 18

(億円） 前期比

連結経常利益 788 865 76
親会社株主に帰属する当期純利益 544 600 55

2022/3

2022/3

2023/3
（計画）

連結

単体

2023/3
(億円） (計画) 前期比

資⾦利益 1,318 1,344 25
国内資⾦利益 1,236 1,261 24

預貸⾦利息 985 994 8
有価証券利息配当⾦ 220 236 15

うち投信解約損益 27 41 13
国際資⾦利益 81 82 1

うち投信解約損益 4 12 7

2022/3

役務取引等利益 275 283 7
うち預かり資産関連 71 82 11
うち法人ソリューション関連 128 130 1
うち信託・相続関連 17 22 4
うちキャッシュレス関連 13 18 5
うち為替関連 126 121 △ 5
うちローン⽀払保険料･保証料(△) 121 132 10

110,482

114,936

108,440

112,686

0.89% 0.86%

0.91% 0.88%

2022/3 2023/3

(億円)

国内業務部門
貸出⾦平残・利回り

△2bp

△2bp

財務省
貸出除く

財務省
貸出除く

（計画）

親会社株主に
帰属する当期
純利益の増減

要因
(単体+連単差)

544 

600

資⾦利益
+25

役務利益
+7 経費

+20

その他
+39

連単差
+8

特定･
その他業務

△28
与信費用

△18

2022/3 2023/3

(億円)

（計画）

⃝ 今期の業績計画についてご説明します。

⃝ 資金利益や役務取引等利益が順調に増加する一方で、外貨金利の上昇を受けて外

債の売却損５０億円を織り込んでおり、トップラインの業務粗利益は前期比４億

円増加の１,６２０億円を見込んでいます。

⃝ 与信関係費用は保守的に１８億円増加する一方で、経費は２０億円の減少を見込

んでおります。

⃝ 株式等関係損益を８０億円計上する計画となっていますが、政策保有株式のうち

既に売却に応諾を得ている銘柄で計上可能であり、今後も政策保有株式の削減を

継続してまいります。

⃝ これらの結果、当期純利益は、単体が前期比４６億円増加の５７０億円、連結が

５５億円増加の６００億円と、ともに過去最高を更新する見込みであり、今中計

におけるボトムラインの目標６００億円を達成する計画となっています。

⃝ １８頁をご覧ください。
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5.83%

5.32%
5.10% 5.03%

5.19%

6.76%

6.15%

5.67% 5.65%
5.97%

6.32%

'18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3

中計⽬標
6％台半ば

連結ROE※

(東証ベース)

5

7

9

11

13

2021/3 2022/3 2023/3 2028/3

(兆円)

リスク
アセット

フロア
調整

108 
115 120 117 122 

133 
148 

177 
189

99 99 149 139 149 99 49 

19.1%
20.8%

22.9% 22.0%
24.5%

28.1%
29.9%

32.6% 31.9%

'15/3 '16/3 '17/3 '18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
資本政策

(⾒込み)

※評価損益変動の影響を受けないB/S上の｢株主資本合計｣ベース
連結ROE株主還元

(計画)

1株
当たり
配当⾦

配当
総額

（億円）

連結
配当性向

自己株式
取得額

（億円）

(¥)

最終化初年度※

(2024/3※)

フロア調整により､リスク
アセットがかさ上げ

フロア調整に抵触せず､
CET1⽐率上昇

フロア調整の段階的増加に
伴い､CET1⽐率低下

連結自己資本比率・リスクアセット

最終化完全実施※

(2029/3※)

現時点で発表済の株主
還元に基づいた試算

（％） 2021/3 2022/3 最終化
初年度※

最終化
完全実施※

総⾃⼰資本⽐率 12.79 12.11 16.2 13.4
CET1⽐率 12.28 11.94 15.9 13.2

有価証券評価損益除き 10.56 10.58 14.1 11.7
※2022/3期の実績をバーゼルⅢ最終化基準で試算したもの。

原則的な適用開始時期は表示時期に1年後倒しされた。

13 14 15 15 16 18 20 24 26
+1 +1 +1 +2 +2 +4 +2+1

⃝ 増益計画となる中、３０％以上の配当性向を維持するべく５年連続となる増配を

発表しており、この結果配当性向は３１.９％となる見込みです。

⃝ 今回は、増配を優先したことから自社株買いを実施しませんでしたが、コロナ影

響やウクライナ情勢、金利の状況などを見極めながら、今後も増配や機動的な自

社株買いなどを検討してまいります。

⃝ また、自己資本比率に関しては、右下に記載の通り、バーゼルⅢ最終化が完全実

施される２０２９年３月末時点で１３.２％と現行基準から１.３ポイント程度上

昇する見込みです。

⃝ 続きまして、中計の進捗状況についてご説明します。２１頁をご覧ください。
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第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

中期経営計画の概要

当⾏グループが果たすべき使命 お客さまや地域社会のパートナーとして最新の⾦融サービスを提供し、
地域経済の持続的な発展に貢献する

⾦融機能の深化と地域⾦融の新たなモデル構築による、「カスタマー・エクスペリエンス」の向上ビジョンビジョン

基本方針基本方針

「お客さまの未来のために新たな価値を創造し続けます」
■デジタルテクノロジーやあらゆる情報資源を活用して､お客さまに

新たな価値を提供します
■銀⾏の枠組みを超えたチャレンジを重ね､新たな価値を創出します

「提携戦略を高度化します」
■お客さまに寄り添い、新たな価値を提供するため、他⾏連携・異業種連携を⼀層強化していきます

「サステナブルな経営を実現します」
■人材育成の強化や多様なワークスタイルの実現により、働きがいのある会社づくりに努めます
■ガバナンス・コンプライアンス・リスク管理など内部管理態勢を⼀層強化します

基本方針Ⅳ

基本方針Ⅲ

「お客さまに寄り添い共に進化し続けます」
■個人のお客さまの⽣活に寄り添った相談相手になります
■法人のお客さまの多種多様な経営課題を解決する

最良のパートナーとなります
■利便性と相談⼒の向上を両⽴させた店舗づくりを進めていきます

基本方針Ⅰ

第１４次中期経営計画 ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 〜未来へ、つながる・超える〜
（計画期間 2020年4月1日〜2023年3月31日）

第１４次中期経営計画 ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３ 〜未来へ、つながる・超える〜
（計画期間 2020年4月1日〜2023年3月31日）名 称名 称

⽬標とする
指標

親会社株主に帰属する当期純利益 連結ROE 単体OHR
600億円 6％台半ば 50％台前半

基本方針Ⅱ



⃝ 今中計は、トップライン、ボトムラインともに増加傾向であり、順調に進捗して

おります。

⃝ 今期計画値を前中計の最終年度と比較すると、左下のグラフの通り、資金利益が

１０７億円、役務取引等利益が５６億円増加と本業が順調に推移しています。

⃝ また、２０２０年３月の当初策定時との比較が、右下のグラフとなります。環境

が変わったことから、当初計画比では、資金利益が７２億円増加する一方で、役

務取引等利益が１７億円減少する他、債券関係損益も外債の損切りの関係で

５８億円減少する計画となっています。

⃝ 今中計の最終年度となる今期は、次期中計の土台にもなる年であり、これまでに

様々に取り組んできた施策を実現させて、目標を確りと達成したいと思います。

⃝ 続いて、２３頁からはDX戦略の説明資料となりますが、４月に実施したIR Dayで

ご説明したことから、今回は大半を省略させて頂きます。

⃝ まず、２６頁をご覧ください。
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1,640 
1,620 

円貨預貸
+9

日銀特別付利
+19

円貨他
+51

法人ｿﾘｭｰｼｮﾝ
+13

信託相続
+0

外貨
▲8

⾦融商品
▲8

ｷｬｯｼｭﾚｽ
▲18

役務他
▲3

債券関係
▲58その他

▲17

当初策定
計画

今回計画

資⾦利益 計+72 役務取引等利益 計▲17 

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜
中期経営計画の進捗

前々中計
最終年度
2017/3

前中計
最終年度
2020/3

2021/3 2022/3 2023/3
計画

2023/3
中計策定時

計画
2020/3
実績比

中計策定時
計画比

業務粗利益 1,440 1,527 1,560 1,615 1,620 +92 △20 1,640

経費 (△) 831 819 860 845 825 +5 △30 855

実質業務純益 609 708 700 769 795 +86 +10 785

与信関係費用 (△) △37 95 104 71 90 △5 +2 88

経常利益 700 678 642 736 800 +121 +11 789

当期純利益 486 459 456 523 570 +110 +10 560
親会社株主に帰属
する当期純利益 527 480 496 544 600 +119 － 600

（億円）

1,527 

1,620 

国内預貸
+36

国内有証
+23

国内他
+24

国際
+22

⾦融商品
+5

法人ｿﾘｭｰｼｮﾝ
+31

信託相続
+9

ｷｬｯｼｭﾚｽ
+12 その他

+4

役務他
▲1

債券関係
▲75

2020/3 2023/3
計画

資⾦利益 計+107 役務取引等利益 計+56

2023/3期 業務粗利益 増減内訳
2020/3期比 当初中計策定時計画比
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DX戦略全体像

ペーパーレス基盤

個人アプリ法人ポータル

API連携

データ利活⽤

ECサイト
地方公共団体
カード会社等

業務運営DX化 人材DX化

顧客向けサービス
DX化

顧客向けサービス
DX化

対面
(リアル)

対面
(リアル) デジタルデジタル

提
携
⾏
へ
展
開

TSUBASA
プラット
フォーム

TSUBASA
プラット
フォーム

お客さま

DXにより銀⾏そのものを変⾰

TSUBASAスマイル

電子契約

キャッシュレス
BaaS

⾮⾦融サービス

パーソナライズ

地域エコシステム

23

23
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「くらしとつながるアプリ」に向け、アップグレードを継続

202 305 401 514 

586 
687 

782 
883 

1,500 

7.0%
10.6%

14.1%
17.8%

2020/9 2021/3 2021/9 2022/3 将来

(千人)

ちばぎん
アプリ

登録者数

アプリ浸透率※

※ちばぎんアプリ登録者数÷個人の稼働顧客先数

デジタル
顧客数

｢最高のアプリ｣を全てのお客さまに提供する
〜 お客さまのくらしとつながり、あらゆるタイミングで常に使われるアプリ 〜

ムーンショット⽬標

ムーンショット⽬標①
〜 アプリ 〜

のアプリ化
⾝近な⾦融サービス

のアプリ化 の充実
⾦融サービス

の充実 アプリ
くらしとつながる

アプリ

• 残⾼･⼊出⾦明細照会
• 振替･振込
• 定期預⾦ ⼊⾦･解約
• バーコード⽀払い
• 来店予約

■2022年4月〜
• 定期預⾦ 口座開設

• 残⾼･⼊出⾦明細照会
• 振替･振込
• 定期預⾦ ⼊⾦･解約
• バーコード⽀払い
• 来店予約

■2022年4月〜
• 定期預⾦ 口座開設

提
供
済

計
画

検
討

• デビットカード連携
• カードローン
• 投信明細照会
• 住宅ローン、

無担保ローン申込
• ローン返済予定表
■2022年4月〜
• ポイント照会

• デビットカード連携
• カードローン
• 投信明細照会
• 住宅ローン、

無担保ローン申込
• ローン返済予定表
■2022年4月〜
• ポイント照会

• Google Pay、
Apple Pay連携

• 他社とのAPI連携
• 地域商社リンク

• Google Pay、
Apple Pay連携

• 他社とのAPI連携
• 地域商社リンク

■2023年度 上期
• 諸届
• eKYC

■2023年度 上期
• 諸届
• eKYC

■2023年2月
• 投信 口座開設･取引
• アプリ内ローン ･通知

■2023年2月
• 投信 口座開設･取引
• アプリ内ローン ･通知

■2023年度 上期
• マイナンバー連携
• 地⽅税統⼀QRコード

■2023年度 上期
• マイナンバー連携
• 地⽅税統⼀QRコード

• 口座
開設

• 口座
開設

• ⾃動送⾦
• 住宅ローン繰上

返済

• ⾃動送⾦
• 住宅ローン繰上

返済

• 異業種連携
• ⾃治体連携サービス

(子育て､介護､納税等)

• 異業種連携
• ⾃治体連携サービス

(子育て､介護､納税等)

デジタル顧客数･アプリ登録者数
アプリ浸透率

TSUBASA⾏への展開

開発コストを
約5割削減

4⾏が
導入
武蔵野
中国
群馬
琉球

アプリ導⼊先から人材受⼊
⇒TSUBASA全体で開発

New(千葉県:約180万通 5月発送)
自動⾞税納付書 裏⾯広告

(千葉県:約180万通 5月発送)

自動⾞税納付を
アプリ推進に活用

⽣活関連サービス全てのハブとなる中核チャネルへ⽣活関連サービス全てのハブとなる中核チャネルへ 24

New New

24
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ムーンショット⽬標②
〜 法人ポータル 〜

｢最高の法人ポータル｣を全てのお客さまに提供する
〜 あらゆるサービスのハブとなり、事業活動に欠かせない法人ポータル 〜

事業者と当⾏をつなぐあらゆるサービスのハブとなるデジタルチャネル

ムーンショット⽬標

つながる
デジタルで
つながる のデジタル化

⾦融サービス
のデジタル化 経営課題の解決

• チャット
• 経営者向け情報配信

■2022年2月
• Web会議

• チャット
• 経営者向け情報配信

■2022年2月
• Web会議

提
供
済

計
画

検
討

• 口座残⾼、明細
• ⼊出⾦推移(グラフ化)

■2022年2月
• 口座情報⽐較機能

• 口座残⾼、明細
• ⼊出⾦推移(グラフ化)

■2022年2月
• 口座情報⽐較機能

• BigAdvance• BigAdvance

■2022年5月〜
• アンケート機能
■2022年5月〜
• アンケート機能

■2022年5月〜
• 他⾏口座⼀覧表示
• 返済予定表のデジタ

ル交付
• 借⼊⼀覧照会

■2022年5月〜
• 他⾏口座⼀覧表示
• 返済予定表のデジタ

ル交付
• 借⼊⼀覧照会

• ⾏内メッセンジャー
機能との連携

• ⾏内メッセンジャー
機能との連携

• キャッシュフロー
可視化

• 借⼊申込受付
• 電子契約との連携

• キャッシュフロー
可視化

• 借⼊申込受付
• 電子契約との連携

• 経営診断､財務分析
• 当⾏グループWeb

サイトとの連携
• 業務システムの提供

• 経営診断､財務分析
• 当⾏グループWeb

サイトとの連携
• 業務システムの提供

契約先数

今後の姿

4.5
6.8

14.0

20.1

30.0

2021/6 2021/9 2021/12 2022/3 将来

(千先)

New New

中小企業

大企業

中堅企業

全ての事業者
とデジタルで

つながる

全ての事業者
とデジタルで

つながる

デジタル

対面
(リアル)

25

25
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3.6
9 

15 
20 

30 
3 

10

23 

40

'20/9'21/3'21/9'22/3 '23/3

(累計 万時間)

当初
計画

当初
計画

計画
上⽅
修正

ムーンショット⽬標③
〜 データ一元化・業務効率化 〜

ムーンショット⽬標は実現へ ⇒ 次のステップへ

銀⾏内部で発⽣する「紙と印鑑の使用」を０にする。｢いつでも｣ ｢欲しいものが｣｢欲しい形で｣ 得られる
データ検索システムの実現

ムーンショット⽬標 ムーンショット⽬標

2021/7 ムーンショット⽬標 実現済

データ一元化 業務効率化

支店へのリスト還元

New
今後の姿

経験に
基づいたリスト

AI分析結果に
基づいたリスト

業務削減量

概ね達成

ムーン
ショット

⽬標
概ね達成

店頭タブレット
｢TSUBASA Smile｣

TSUBASA汎用
ペーパーレスシステム

(2022/6〜) New

今後の姿
超軽量店舗 案内係とリモートブースのみ

TSUBASA事務共同化

バックオフィス共同運営

･･･

＜2021/7〜2022/3実績＞
 リスト配信件数︓254件 ■ 同先数︓22.7万先
 接触率︓22％※

＜2021/7〜2022/3実績＞
 リスト配信件数︓254件 ■ 同先数︓22.7万先
 接触率︓22％※

※検証できるもののみを計上

マーケティング戦略の高度化
(パーソナライズ化による顧客アプローチ最適化､自動化実現)

26

⃝ 右側の上段真ん中にあるTSUBASA汎用ペーパーレスシステムについてご説明しま

す。

⃝ 営業店の窓口業務に関しては、店頭タブレット「TSUBASA Smile」によって、新

規口座開設や届け出事項変更などは既にペーパーレス・印鑑レスでの受付が可能

となっております。本件は、それ以外の少量多品種取引の受付や、銀行の内部処

理、保存までを完全にペーパーレス・印鑑レス化するシステムとなります。

⃝ お客さまの書類への記入負担を軽減するだけでなく、銀行内部でも様々な効率化

が図られることはもちろんのこと、物理的に離れた場所でバックオフィス業務を

行うことが可能となります。

⃝ これらのインフラを活用して、さらなる店舗の軽量化やTSUBASA事務共同化など

の施策を検討してまいります。

⃝ 続いて、キャッシュレス事業についてご説明いたします。２８頁をご覧くださ

い。

26
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千葉発の｢地⽅創⽣の起爆剤となる商品･サービス｣を創出し、
千葉を代表する商品・サービスを⽣み出していく。

Step 1. ｢地域産品｣

⾮⾦融サービス
〜 地域商社 〜

｢⾮⾦融サービス｣をハブとして、地域エコシステムを構築

1年⽬ 2年⽬ 3年⽬ 4年⽬ 5年⽬

Step1の収益イメージ

収
⼊

⽀
出

3年⽬⿊字化

損益

Step 2. ｢ライフイベント｣

Step 3. ｢くらし｣

食品小売
【主要領域】

新たな日常における消費活動を⽀援し、
「くらしとつながる」を実現

教育健康/介護

クラウド
ファンディング

ECサイト
個別ブランド

新商品･サービス
の発掘･創出

継続販売

個別商品を
ブランド化

クラウドファンディングサイト
「C-VALUE」 (2021/10〜)

公開プロジェクト数 累計51
(公開終了のうち75％が⽬標⾦額達成)
会員数︓4,000人超

①住宅
②自動⾞

ライフイベントに関する

ワンストップで提供

ライフイベントに関する
商流の川上に⽴ち､

⾦融･⾮⾦融サービスを
ワンストップで提供

2022年度上期〜
トライアル開始予定

提携不動産会社提携不動産会社

不動産業者

送客

送客
送客

送客
(住宅ローン)

住宅購入に関する
コンシェルジェサービス

お客さまお客さま データ活用･
パーソナライズで
潜在ニーズ発掘

①

②③

④

New

これまで︓④のみ

これから︓①から

27

27
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地域エコシステム①
〜 キャッシュレス① 〜

マルチ
決済端末

①TSUBASAキャッシュレス
決済プラットフォーム 構築

②アプリ等との連携
サービス拡充

③地域のキャッシュレス
経済圏 構築

地域エコシステムを構築

VISA
デビット
カード

送客⽀援
アプリ

VISAデビット

地⽅公共団体
キャッシュレス化

キャッ
シュレス
券売機

TSUBASA
ポイント

法人
デビット
カード

パートナー
加盟店

[2019/10〜]
銀⾏本体で「加盟店事業」参⼊

[2020/10〜]
｢TSUBASA Visaデビットカード｣
（新規口座に⾃動付帯）

QRコード
決済

BtoB決済
仕⼊･経費 リカーリング

継続課⾦決済

地域商社
EC決済

決済端末の
追加

ポイント
投資

家族カード

ペアレンタル
コントロール

ECモール
域外販売

地域ポイント

加盟店での
ポイント利用

実線︓実現済 点線︓将来構想

⻘︓加盟店事業

⾚︓カード事業

モバイル
POSレジ

セミセルフ
レジ

POSレジ
連動

2021/10〜

2022/4〜
主要ブランドに対応

New

2021/12〜

2022/4〜
New

2022/4〜
New

2022/10〜(予定)
New

Google
Pay

2022/10〜(予定)
New

2022/10〜(予定)
New

プレミアム付
デジタル商品券

他のTSUBASA
⾏へも展開
他のTSUBASA
⾏へも展開

[2022/1〜]
武蔵野銀⾏が「加盟店事業」参入

New

費用按分による
コスト削減効果

加盟店数

計数進捗

カード会員数

取扱高

収益額

※グループ全体

3 10 20 33 42 50 (千店舗)
本体

21 50 54 73 
100 

'20/3 '22/3 '26/3

(万人)

Visa

(計画)

4,570 5,092 

10,000 (億円)

5 13 
39 16 24 

54 

'20/3 '22/3 '26/3

(億円)

本体

(計画)

28

⃝ 右上に記載の通り、今後の収益の土台となる加盟店数やカード会員数は、長期の

目標である加盟店数５万店舗、カード会員数１００万先に向けて順調に増加して

おります。

⃝ コロナ影響で取扱高や収益額は当初の計画比では伸び悩んだものの、次期中計の

最終年度となる２０２６年３月期にはグループ合計の取扱高１兆円、収益額

５４億円を目指しており、今後も様々な追加施策を打ち出すことで、事業拡大を

進めてまいります。

⃝ また、１月から武蔵野銀行もTSUBASAキャッシュレスプラットフォームの加盟店

事業に参入しており、費用按分によるコスト削減効果が見込まれています。

⃝ 収益等に関しては、２９頁に詳細を記載したことから、後程ご覧ください。

⃝ 続いて、各種施策についてご説明いたします。３５頁をご覧ください。
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地域エコシステム②
〜 キャッシュレス② 〜

キャッシュレス事業収支

(百万円） 前期比
利益 648 1,306 657

収益 2,360 3,310 950
費用(△) 1,711 2,004 293

利益 92 594 502
収益 307 1,195 888
費用(△) 215 601 386

利益 49 173 124
収益 253 706 453
費用(△) 203 532 329

利益 43 420 377
収益 54 488 434
費用(△) 11 68 56

利益 556 711 154
収益 2,052 2,114 61
費用(△) 1,496 1,403 △ 92

利益 1,171 1,186 14
収益 4,757 4,860 103
費用(△) 3,585 3,674 88

(参考）
利益 1,820 2,492 671

収益 7,117 8,171 1,053
費用(△) 5,297 5,678 381

グループ
合計

関連会社
ちばぎんJCB
ちばぎんDC

本体
既存カード

事業

本体
新規事業

合計

本体 加盟店

TSUBASA
 Visa

デビット

2021/3 2022/3

本体事業
合計

3 21 27 85 8843

147
273

3 21
70

232

362

下期 上期 下期 上期 下期
2020/3 2021/3 2022/3

(百万円)

TSUBASA
Visa デビット
(2020/10-)
+532.0%

本体 加盟店
(2019/10-)
+222.7％

【前年同期⽐】
〔合計〕+411.9％

本体新規事業 利益 半期推移

本体加盟店事業 加盟店数・取扱高

0.6 2.9 3.1 5.1 5.6 6.4 6.7 7.9 8.0
10.726 156 358 621

1,1981,5231,7782,019

3,2193,450

12月 3月 6月 9月 12月 3月 ６月 9月 12月 3月
2019年 2020年 2021年 2022年

(千店舗)
加盟店数

取扱高 ※

※取扱⾼︓該当月における１ヵ月間の決済額

TSUBASA Visa デビット 会員数・取扱高

会員数

取扱高 ※

(百万円)

50 88 118 146 176 210
257 393

629 780

1,229
1,417

12月 3月 6月 9月 12月 3月
2020年 2021年 2022年

(百万円)

(千先)

※TSUBASA Visa デビットの事業開始前の費用は、事業開始月にまとめて計上

※関連会社の費用には、人件費等の営業費用も含めて記載

29
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当⾏プラットフォーム当⾏プラットフォーム

地域エコシステム③
〜 BaaS 〜

当⾏プラットフォームを「BaaS」として提供し、地域エコシステムを構築

アプリアプリ キャッシュ
レス

キャッシュ
レス 地域商社地域商社 広告 (予定)広告 (予定)

地⽅⾃治体地⽅⾃治体大学

医療機関

ヘルスケアヘルスケア

子育て

交通機関

事業者

流通

商店街

観光

地域エコシステム例

お客さま

協賛企業協賛企業

キャッシュレスキャッシュレス

TSUBASAポイントTSUBASAポイント

域内広告域内広告

アプリアプリ

不動産事業者
小売事業者
職域

大学
広域医療施設
地⽅⾃治体

地域事業者等

お客さま

APIAPI

30

30
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API連携

パーソナライズ

パーソナライズ

⾦融教育（Webコンテンツ提供）

データ分析から潜在ニーズを掘り起こし、ペルソナ・ライフイベントに合わせた的確な提案

⾦融教育を通して得た銀⾏取引にはない
ニーズ･データをパーソナライズに活用
⾦融教育を通して得た銀⾏取引にはない
ニーズ･データをパーソナライズに活用

New

(2022/4〜)

0歳 10歳 20歳 50歳 60歳 70歳 80歳

初バイト 就職 結婚 退職 孫の誕⽣子の誕⽣

30歳 40歳

資産形成 終活住宅購入お客さまの
ライフイベント

様々なペルソナ
（顧客像）

新成人 独⾝若年 若年家族 定年準備家族 ⾼齢夫婦子なし夫婦

リモート
⾦融コンサル

キャッシュ
レス

⾮⾦融
サービス

⾦融
サービス

BaaS

31

31



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

32

新事業
〜 リモート⾦融コンサルティングサービス・広告事業 〜

リモート⾦融コンサルティングサービス
New

出資

2022年4月〜
営業開始

中⽴性

オンライン
完結

アドバイス
特化

新規事業を積極的に展開

人流データに基づく
マーケティング⽀援
人流データに基づく
マーケティング⽀援

広告事業 約600億円千葉県の広告市場規模※︓約600億円
※経済産業書｢経済構造実態調査｣や中小事業者数を基に千葉銀⾏で算出（広告主側のみ）

位置情報を活用した地域活性化マーケティング事業

New
2022年2月〜

New
千葉駅周辺の当⾏拠点･商業施設千葉駅周辺の当⾏拠点･商業施設

千葉銀⾏公式LINE千葉銀⾏公式LINE ちばぎんアプリちばぎんアプリ

ビーコン

100m圏内の
お客さまキャンペーン

情報
今後(案)

プッシュ配信の
本格展開
プッシュ配信の
本格展開

当⾏チャネル当⾏チャネル

提携先提携先

商業施設
クーポン

地元事業者への
プラットフォーム展開
地元事業者への
プラットフォーム展開

アプリ メール サイネージ

デジタル広告

地域の事業者地域の事業者 地域の消費者地域の消費者

域外の消費者域外の消費者

発信

発信

地域内外の消費者を地域の事業者に集客

キャッシュレス
加盟店

法人ポータル
会員

融資取引先 自治体
商業施設

2022年5月〜
(予定)

32
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DX人材

D

材

D
X
ベ
｜
ス
人
材

DX統括･企画部門
17人DX運用部門

16人

DX営業部門
2人

その他企画部門
5人

DX統括･企画部門
40人DX運用部門

40人

DX営業部門
10人

その他企画部門
10人

DXコア人材 内訳

2022/3時点 2026/3イメージ

40人

D
X
専
門
人
材

DX人材を「３つのレベル」に分けて、それぞれに認定要件を設定

テクノロジー(AI･⾼度な
データ分析等)やデザインに
関する高い専門性を有する
人材

外部人材 (中途)

D
X
コ
ア
人
材

テクノロジーやデザインに関
する⼀定の知識を有し､ＤＸ
を中心的に推進できる人材

ＤＸ初任者研修
（コース別）

ＯＪＴ ⼀部ハンズオン
外部

サービス
を活用

ＤＸトレーニー

DXの素養･適正のチェック

ＤＸに関する一定のリテラ
シーを有する人材
（ITパスポート取得）

※職員数︓4,070名 (2022/3時点)

Webデザイン
データサイエンス
アプリ分析
アプリ企画開発
クラウド環境構築

Webデザイン
データサイエンス
アプリ分析
アプリ企画開発
クラウド環境構築

外部派遣

2022/3現在

5人
（うち中途採用3名）

進捗
25％

2026/3までに
20人

2022/3現在

40人

進捗
40％

2026/3までに
100人

2022/3現在

1,270人

進捗
127％

2026/3までに
1,000人

100人

トレーニー期間︓半年〜1年
2021/4 第1期⽣ 10名派遣
2021/10 第2期⽣ 10名派遣
2022/4 第3期⽣ 10名派遣

配属先

累計30人

DX統括･企画部門
7人

DX運用部門
2人

その他企画部門
1人

[第1期⽣10名内訳]

DX認定制度
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12.2 15.0 19.2
23.9 27.70.5

1.7
3.1

4.5
5.7

12.7
16.8

22.4

28.5
33.4

'18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3

(億円)

千葉銀⾏

業務提携

4.8 5.7 7.2
10.5 10.5

14.7
0.0 0.8

1.8

2.3 2.8

2.9

4.8
6.5

9.0

12.9 13.3

17.7

22.0

'17/3 '18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3

(億円)

千葉銀⾏

業務提携

(計画)

個人①
〜 ⾦融商品販売、信託・相続関連業務 〜

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

投資信託業務拡大に向け、新たなシステムを導⼊

⾦融商品販売 役務利益

⾦融商品販売

信託･相続

預かり資産残高（グループ合計）

2,810 2,758 2,335 2,963 3,426

9,044 9,196 8,753 8,778 8,676

1,175 1,129 1,064 1,014 974
867 841

767 589 1,038
210

6,601 6,612
6,056

7,629
7,618

20,499 20,537
18,977

20,974
21,944

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

外貨預⾦
+76.3％
公共債
△3.9％

グループ会社
△0.1％

【2021/3末⽐】
〔合計〕+4.6％

年⾦保険等
△1.1％

投資信託
+15.6％

12期連続増益12期連続増益

信託･相続関連 役務利益

2,918
3,591

4,446
5,190

6,138

'18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3

(億円)

相続業務を通じた把握資産額

派⽣取引拡大派⽣取引拡大

30 29 38 37
48

20 15
13 11

13

35
26 20

14

14

6

6 7

6

4
0.6

1.8

93

77 81 71 82

'19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3

(億円)

(計画)

⼀時払い保険

投信販売
信託報酬

紹介型仲介

平準払保険
(含む､保障性)

ﾌｧﾝﾄﾞﾗｯﾌﾟ
ﾌｧﾝﾄﾞﾗｯﾌﾟ

－ ％

投資信託業務拡大に向けた取組み

新提案ツール

約定ペーパレス

投信スマホアプリ

(2023/3予定)

(2023/3予定)

(2023/2予定)

New

New

次期中計最終年度(2026年3月)の投信残⾼ 6,000億円へ

 ⻑期保有の促進
 ⾏員スキルの向上

 システムによる網羅的な
アフターフォロー

 顧客利便性向上
 提案に必要な時間捻出

 軽量店舗に向けた⼟台

 若年層の取込み
 マス対応のスマホシフト

 つみたてNISAの増強

保管中遺⾔将来執⾏収入 当⾏サービス
を利用する
提携⾏

※今回より、信託報酬を含む（過去に遡って変更）

⃝ 金融商品販売に関しては、昨年度下期より、ストックを重視した体系へと業績表

彰基準を変更したことから、昨年度の役務取引等利益は前期比で９億円減少しま

した。

⃝ 一方で、グループ全体の預かり資産残高は約２.２兆円と４.６％増加しており、

ストック重視の成果が現れています。

⃝ 今年度中に、長期保有を促進するための新提案ツールの導入や、完全ペーパレス

の約定機能による利便性向上、アプリへの投信機能搭載による若年層取込みなど

により、残高や収益を伸ばしていく計画です。

⃝ 続いて下段に記載した信託・相続関連業務に関しては、過去最高益を１２期連続

で更新するなど、順調に推移しています。

⃝ 当行のみならず、提携行も含めた全体でも、将来の収益源となる「保管中遺言将

来執行収入」が着実に増加しており、今後も増益が見込まれます。

⃝ また、相続業務を通じて把握する資産額も増加しており、預かり資産や融資など

の派生取引につながっています。

⃝ ３６頁をご覧ください。
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28,817 
30,163 

31,405 
32,817 

34,311 
35,486 

36,323 
37,361 

38,343 

'14/3 '15/3 '16/3 '17/3 '18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3

(億円)

19.6 20.1
23.6

26.6 26.1
23.4

1.3 1.0 1.6 2.2 2.6 1.9

上期 下期 上期 下期 上期 下期
'20/3 '21/3 '22/3

(千件)
コロナ後

個人②
〜 住宅ローン 〜

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２３

〜未来へ、つながる・超える〜

住替えニーズの⾼まりを受けて、申込･実⾏とも順調に推移
住宅ローン残高

住宅ローン実⾏額

事前審査申込件数

申込全体件数

うちデジタル(Web､アプリ)

50

23 18 20

0.21％

0.06％ 0.05％
0.05％

'11/3 '14/3 '17/3 '20/3 '22/3

(代弁額︓億円)

‘21/3

コロナ後

163 152
124116

0.66％

0.43％ 0.34％
0.31％

'11/3 '14/3 '17/3 '20/3 '22/3

(残⾼︓億円)

コロナ後

‘21/3

延滞債権残高･延滞率 代弁額･代弁率住
宅
ロ
ー
ン
延
滞･

代
弁
状
況

3,054 2,760 2,499 2,638 2,619

844
809

781
853 904

3,898
3,570

3,281
3,492 3,524

'18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3

(億円)

県外

千葉県内

購買プロセスの上流に⽴った提案
〔ちばぎん商店活用〕
購買プロセスの上流に⽴った提案
〔ちばぎん商店活用〕

地場業者のプロジェクト⽀援による開
発案件の取込み
地場業者のプロジェクト⽀援による開
発案件の取込み

審査基準を現状に即して改定
〔ダブルインカム夫婦等〕
審査基準を現状に即して改定
〔ダブルインカム夫婦等〕

正式申込率向上
〔アフターフォロー､プロモーション〕
正式申込率向上
〔アフターフォロー､プロモーション〕

⾮対面のインフラ整備
〔Web完結スキーム〕
⾮対面のインフラ整備
〔Web完結スキーム〕

住宅ローン拡大に向けた取組み

(2022年度上期 トライアル予定)

⃝ 住宅ローン残高は、２０１４年３月末から８年間で約１兆円増加しました。

⃝ 左下のグラフの通り、２０２１年３月期、２０２２年３月期の実行額は、コロナ

前の２０２０年３月期を上回っており、テレワークの普及による郊外への移住

ニーズを取り込むことが出来ております。

⃝ 住宅ローン実行に繋がる事前審査申込件数は、上段真ん中のグラフの通り、コロ

ナ前を上回る状況が続いており、今後も順調な残高増加が見込まれます。

⃝ 今後は、ちばぎん商店を活用した購買プロセスの上流に立った提案などの各種取

組みを通して、事業拡大を目指してまいります。

⃝ なお、右下の二つのグラフの通り、延滞率や代弁率はコロナ前よりも低下してお

り、住宅ローン債権は健全性を維持しています。

⃝ ３７頁をご覧ください。
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264 370 493 628 749 856 977 1,087 1,178 1,229 
409 

399 
402 

450 
513 

565 
600 

617 
592 607 

673
770 

895 
1,078 

1,263 
1,422 

1,578 
1,704 1,770 1,836 

'13/3 '14/3 '15/3 '16/3 '17/3 '18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3

(億円)

カードローン

⽬的別ローン

個人③
〜 無担保ローン 〜

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

残⾼を増強しながらも、資産の健全性を維持
無担保ローン残高

⽬的別ローン実⾏額

2.5 2.3 2.2 1.9

1.32％

0.45％ 0.43％
0.38％

'11/3 '14/3 '17/3 '20/3 '22/3

(残⾼︓億円)

‘21/3

コロナ後

⽬的別ローン（ちばぎん保証）
延滞債権残高･延滞率

カードローン（ちばぎん保証）
延滞債権残高･延滞率

6.9

2.1 1.8 1.6

3.04％

1.65％
1.63％

1.65％

'11/3 '14/3 '17/3 '20/3 '22/3

(残⾼︓億円)

コロナ後

‘21/3

カードローン借入チャネル

借入⾦額も+4.1％増加

 2021年6月〜 アプリで取引可能
アプリ取引シェア16％に拡大

アプリによる利便性向上により､全体の
借入⾦額も+4.1％増加

1.1

2.7

49.8

54.5

3.2

4.8

10.6 64.7

62.1

22/3期
4Q

21/3期
4Q

窓口
2%

ATM
77%

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
5%

アプリ
16%

(億円)

163 190 203
253 224

104 116

115
120

130
114

112

65 75

14
16

19
18

22

9
10

28
35

37
19

20

10
9

322
363

391 406
380

189
212

'18/3 '19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '21/3 '22/3

(億円)

教育

ﾏｲｶｰ

他
ﾘﾌｫｰﾑ

下期 下期

無担保ローン拡大に
向けた取組み

アプリ内ローン

プッシュ通知

(2023/2予定)

商流の川上に⽴った提案

 口座保有先をターゲットとして当⾏
優良顧客を囲い込み

 アプリで、顧客ニーズを捉えた通知
配信

(2023/2予定)

 ちばぎん商店や情報を活用して、
購買プロセスの上流で的確な提案

⃝ 無担保ローンにつきましては、マイカーローンにおける納車遅延の影響などか

ら、昨年度上期の実行額は前年同期比で減少していましたが、左下のグラフの通

り、下期からは増加に転じています。

⃝ 今後の事業拡大に向けては、２０２３年２月にアプリ内でローンの取扱を開始す

る他、アプリにおけるプッシュ通信による顧客ニーズを捉えた提案などにより、

推進してまいります。

⃝ なお、無担保ローンに関しましても、右下二つのグラフの通り、延滞債権残高は

コロナ前より減少しており、資産の健全性を維持しています。

⃝ ３８頁をご覧ください。
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2.4 2.6 4.7 8.5 6.5 6.1 6.3 4.3 4.3
13.2 14.6

21.3

43.5
60.8

70.9 75.5

93.3
99.8

0.8 0.4

1.2

2.7

3.6
1.9

2.9

2.5

6.0

0.2
1.9

3.1

4.9

3.9 3.6

5.7

9.0

13.0

11.0

11.8

12.0

13.3

20.6 21.4

33.2

64.0

84.2
90.4

98.8

116.2

128.9

2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

法人①
〜 法人ソリューション① 〜

第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

11期連続で最⾼益を更新

443 

873 

370 

1,071 
1,284 

1,647 

370 

1,520 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
'19/3 '20/3 '21/3 '22/3

(億円)

※ コアレンジャー･LBO等も含む

プロファイ･
公共向け

他

当⾏アレンジ シ･ローン組成額法人ソリューション収益

シ･ローン等
+6.4

私募債
▲0.0

M&A
+3.5

【前期⽐】
〔合計〕+12.7

ビジネス
マッチング

+1.2

※内訳の記載のない｢その他｣があり（2022/3期は0.4億円)

アドバイザリー
+1.8

当⾏アレンジ プロジェクトファイナンス･PFI
※ 2020年4月以降の取組み プロジェクト

ファイナンス

PFI

愛知田原
バイオマス発電

洋上⾵⼒発電事業の
海域選定

(関東圏では千葉県のみ)

促進地域に指定
（全国5区域）

銚子

いすみ
有望地域に指定
（全国7区域）

市原八幡埠頭
バイオマス発電

群馬新巻
メガソーラー

苫東
バイオマス発電

⃝ ここからは、法人関連取引となります。

⃝ 法人ソリューション収益は１１期連続で過去最高益を更新しており、シ･ローン

等のファイナンス関連収益の増加が全体の伸びを牽引しています。

⃝ 右下に記載の通り、千葉県のみならず日本全国でプロジェクトファイナンスや

PFIをアレンジしており、これまでの取組みで蓄積した組成能力に加えて、アラ

イアンス行と共同で貸出を行うことによる資金力も活用して、今後も多くの案件

を取り扱ってまいります。

⃝ なお、昨年度はM&Aやアドバイザリー、ビジネスマッチングなどの非ファイナン

ス収益の増加も、法人ソリューション収益の拡大に寄与しています。

⃝ ３９頁をご覧ください。
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法人②
〜 法人ソリューション② 〜

パートナーとしての継続的な対話により、多くのニーズを発掘

1.9億円2.9億円2.5億円

6.0億円7.0億円

'19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3
(計画)

事
業
者
向
け
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー

契約件数･役務利益

0.2億円1.9億円
3.1億円

4.9億円
5.0億円

5先
47先

137先

227先

'19/3 '20/3 '21/3 '22/3 '23/3

M
&
A

役務利益 案件数

30件

600件

成約済

ストック
案件

活動中

案件数

130件

400件

成約済

年間案件
相談⾒込数

提案･検討中

事
業
再
構
築
補
助
金

33% 36%

19%

13%
19%

12%

21%
17%

10%

15% 11%

6%

0%

25%

8% 6%

11%

3% 11%
10% 8% 6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

〜2020/3期 2021/3 2022/3

中計･経営戦略

人事労務

経営管理体制

補助⾦サポート

観光戦略

組織再編

デジタル化

他

契約内容内訳

110先

800先

補助⾦申請
支援中

アドバイザリー
特定先

補助⾦申請
ニーズ有

(計画)

売上高 規模別

〜3億円
53%

3億円以上〜
5億円 15%

5億円以上〜
10億円 17%

10億円以上
15%

うち30件は
ICTコンサル
うち30件は
ICTコンサル

事業再構築補助⾦の採択率

42%

50%
54%

全国平均 当⾏⽀援先 うち､アドバイ
ザリー特定先

(1次〜4次公募の累計)

※本件以外に事業承継に係る手数料収益を相続･信託
部門で計上（2022/3期 3億円)

【⽀援実績】(1次〜4次公募累計)
⽀援455先 ■採択197先※

※当⾏が経営⾰新等⽀援機関の⽴場で⽀援した件数

⃝ ２０１８年度下期から取り扱いを開始した事業者向けアドバイザリー業務は、昨

年度の契約件数が２００件を超え、役務取引等利益は約５億円と前期比６０％増

加しました。

⃝ 年間の相談件数は４００件程度が見込まれ、今後も収益増強が期待できます。

⃝ 契約内容の内訳では、中計･経営戦略の策定は４０件以上の一定の需要がある中

で、昨年度は補助金申請サポートや観光戦略、ICTコンサルの件数が大きく増加

したのが特徴です。

⃝ その中の補助金申請サポートに関しては、右上に記載の通り、当行支援先は

４５０件を超えており、２００先程度が採択されました。

⃝ 第５次公募でも１００先程度を支援しており、今後もお客さまのサポートを継続

してまいります。

⃝ 続いて、下段に記載したM&Aは、昨年６月に専門部署を立上げて以降、収益が大

きく増加しました。支店からの情報などでストックしている案件は６００件程度

あり、今期も増益が見込まれます。

⃝ 続いて１頁飛ばして、４１頁をご覧ください。
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AA以上
31%

A
31%

BBB
26%

無格付
(過半はﾌﾟﾛﾌｧｲ)

11%

ECA付等 1%

北米
44%

欧州
31%

アジア
14%

オセアニア
4%

中南米･
中東 2% 国際機関･輸出信用

機関保証付 5%

北米
49%欧州

33%

アジア
10%

オセアニア
3%

中南米･
中東 1% 国際機関･輸出信用

機関保証付 4%

AA以上
37%

A
25%

BBB
27%

無格付
(過半はﾌﾟﾛﾌｧｲ)

10%

ECA付等 1%

法人③
〜 市場・国際業務 〜

第１４次 中期経営計画
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〜未来へ、つながる・超える〜

地銀最大級の海外ネットワークを活用

ロンドン支店

バンコク駐在員事務所

シンガポール駐在員事務所

上海駐在員事務所
香港支店

ニューヨーク支店

武蔵野から
トレーニー受⼊予定

武蔵野から
トレーニー受⼊

横浜 上海⽀店に
トレーニー派遣

当⾏海外ネットワーク

※S&P･Moody’s格付の低い⽅

※国内店･市場部門の⾮日系向け与信含む⾮日系与信額

うち､BBB－
は2％

※ コロナ影響でトレーニー受⼊は
大半を停止中

3 5 
8 

13 
15 

21 
25 

28 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
19/3 20/3 21/3 22/3

(件)

千葉･横浜

提携⾏との協調融資(国際業務関連) 累計取組件数

千葉･武蔵野

TSUBASA

取組時期 ｱﾗｲｱﾝｽ 国 関係した海外拠点
2021/11 横浜 中国 横浜 上海⽀店
2021/12 武蔵野 タイ 当⾏ バンコク駐在員事務所･香港⽀店

2022/3下期
主な取組み

地域別

外部格付別

2022/34,803百万米㌦2019/3 5,141百万米㌦

うち､BBB－
は3％
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55 60 

90 

46 
55 

8 6 8 6 13

0.25％
0.26％

0.37％

0.17％

0.20％0.23%
0.16%

0.19%
0.14%

0.28%

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(残⾼︓億円)
1,075 

554 568 
490 

7.9％

2.2％2.2％
1.8％

'13/3 '15/3 '17/3 '19/3 '21/3

(残⾼︓億円)

‘22/3

地主等
33%

経営者
29%

サラリーマン
16%

小口
22%

住居系
91%

商業系
9%

14,343 14,964 
16,359 

18,051 
20,347 

21,809 22,502 
23,695 24,533 25,153 

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

(億円)

法人④
〜 不動産賃貸業向け貸出 〜

第１４次 中期経営計画
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〜未来へ、つながる・超える〜

不動産賃貸業向け貸出は順調に増加、信用リスクは低位を維持

※デフォルト︓破綻懸念先以下へのランクダウン
(件数ベース)

不動産
賃貸業

不動産
賃貸業
以外

全体

デフォルト率※

入居率 当⾏融資物件平均 95.6％ （全国平均 83.3％）

DSCR 当⾏融資物件平均 148％
DSCR︓物件単体収⽀
(物件の元利⾦⽀払前キャッシュフロー ÷ 元利⾦⽀払額)

100％未満の場合､物件賃料
収入で返済・費⽤を賄えない。

不動産賃貸業
延滞債権 残高･割合

全体

うち
商業系

借入人属性別 割合 用途別 割合
〔2022/3基準､件数ベース〕

不動産賃貸業
条件変更債権 残高･割合

不動産賃貸業向け貸出残高
2.73%

0.75%

0.72%

2.21%

0.53% 0.48%

0.72%

0.15%
0.05%

'09/3 '11/3 '13/3 '15/3 '17/3 '19/3 '21/3
‘22/3

全体

うち
商業系

⃝ 当行貸出の２割強を占める不動産賃貸業向け貸出は、増加傾向をたどっていま

す。

⃝ 厳格な審査体制のもとで対応していることから、信用リスクが低位であり、右上

のグラフ通り、昨年度のデフォルト率は０.０５％に留まりました。

⃝ 条件変更債権や延滞債権の割合はコロナ前より低下しており、健全性を維持して

います。

⃝ 続いて、提携戦略について説明します。４３頁をご覧ください。
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43

ＴＳＵＢＡＳＡアライアンス

事業戦略部を設置し、参加⾏の知⾒を集約しながら連携の取組みを⼀層⾼度化

TSUBASAアライアンス株式会社

本店所在地
店舗所在地

メイン先数

42 105 137

500

132
231

52
146

673
780

473

778

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期
2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3

(億円)

※当⾏がアレンジ･参加したシ･ローンを計上
千葉･武蔵野のみが参加したシ･ローンは未計上

TSUBASA⾏によるシ･ローン取組実績

0.3 2 8 
42 

65 
0.6 9 

40 

108 

171 

'18/4'19/3 '20/3'21/3'22/3

(万)

「T&I」
API共通基盤の個人ユーザーID数

うち､
千葉銀⾏

T&I
全体

 各地域トップ地銀による広域連携
 総資産96兆円とメガバンクに次ぐ規模

(2022/3時点)

 個人2,600万人･法人220万先とメガバ
ンクに匹敵する顧客数

6.2 6.7 7.7
9.6

14.0

みずほ りそなHD 三井住友 三菱UFJ TSUBASA

(万社)

出所︓帝国データバンク
｢全国メインバンク動向調査 2021年｣

みずほ りそな
HD

三菱
UFJ

TSUBASA
ｱﾗｲｱﾝｽ

三井
住友

(2020/10〜)(2020/10〜)
AMLセンター

マネー･ロンダリング
テロ資⾦供与防止

 各⾏に共通する重要課題への対応､業務の集約
 各⾏が先⾏開発した先進的サービス・機能の横展開
 各⾏に共通する重要課題への対応､業務の集約
 各⾏が先⾏開発した先進的サービス・機能の横展開

事業戦略部

T&I イノベーション
センター

 API共通基盤
 FinTech 連携

(2021/10〜)

DXDX 人材育成人材育成

ESG･SDGsESG･SDGs

情報集約･
活用

情報集約･
活用

新事業新事業

⃝ 各地域のトップ地銀が参加するTSUBASAアライアンスは、合計総資産が９６兆円

となり、顧客数ではメガバンクに匹敵する広域連携となります。

⃝ 昨年１０月に、TSUBASAアライアンス株式会社のもとで設立した事業戦略部に

は、参加する各行から派遣された担当者が当行の本店ビルに集結しており、「DX

関連施策の推進」「新事業の取組み」など、共通する重要課題に関する共同化や

集約化・プラットフォーム化に向けた企画・提言などを行っています。

⃝ ５行が参入するちばぎんアプリのプラットフォームのように、参加行で費用の削

減と知見の集約を両立しながら、 TSUBASAアライアンスによる連携の取組みを一

層高度化させてまいります。

⃝ ４４頁をご覧ください。
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提携効果額内訳 (両⾏合計)

千葉・武蔵野アライアンス / 千葉・横浜パートナーシップ

⾸都圏で隣接する地銀同⼠が課題やノウハウを共有することで付加価値の⾼いサービスを提供

2020/3 2021/3 2022/3 2024/3
計画

累計200億円
166億円

15億円

84億円 ・・・

取引先⽀援

カーボン
ニュートラル

両⾏2030年のカーボンニュートラル⽬標達成
に向けた、CO2排出量削減やカーボンオフ
セットのノウハウ共有

SDGsフレンズローンの取組み
(両⾏合計累計取組件数 10,944件)
⇒2022/4 武蔵野銀⾏へ展開

SDGs フレンズ先や⾃治体向けに脱炭素関連
セミナーの共同開催

法人

個人

連携効果（両⾏合計額）

千葉・武蔵野アライアンス 千葉・横浜パートナーシップ

連携効果（両⾏合計額）

サステナビリティにおける新たな連携

2021/3 2022/3 2026/3

累計150億円

・・・

フェーズ1
（当初〜2021/3）

1年⽬
46億円

累計
143億円

計画

2022/1 
武蔵野銀⾏が

キャッシュレス
加盟店事業参入

New

●2021/1〜
アプリ導⼊

●2021/7〜
TSUBASA
ファンドラップ販売開始

その他

証券
23%

シ･ローン
16%

共同拠点
20%

アセマネ
3%

相続
4%

他トップライン
5%

アプリ
8%

他コスト削減
21%

46億円

フェーズ2
（2021/4〜2026/3）

⃝ ６年目が終了した千葉・武蔵野アライアンスでは、昨年1年間だけで４６億円の

連携効果があり、フェーズ２の５年累計効果額１５０億円の計画にむけて順調に

進捗しています。

⃝ キャッシュレス、アプリ、ファンドラップなど様々な分野で、武蔵野銀行による

当行プラットフォームの導入が進んでおり、資本以外は全て共同化することを目

指してまいります。

⃝ 千葉・横浜パートナーシップでは、シ･ローンの取組みやSDGsフレンズローンな

どがけん引することで、提携後３年間での累計効果額は１６６億円まで拡大して

おり、５年累計２００億円の計画達成が確実となっています。

⃝ トップラインの増強につながる案件だけでなく、カーボンニュートラルに係るノ

ウハウ共有など、提携分野は多岐にわたっています。

⃝ 続いて４６頁からはSDGs関連の説明資料となりますが、こちらも４月のIR Dayで

ご説明したことから、大半を省略させて頂きます。５２頁をご覧ください。
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持続的経営の実現に向けて
第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

⻑期志向で社会価値と経済価値の両⽴を⽬指す

地域経済
・社会 高齢化 ⾦融

サービス
ダイバー
シティ 環境保全

地域経済とコミュニティの
活性化に貢献します

⾼齢者の安心･安全な⽣活
を⽀えます

より良い⽣活をおくるための
⾦融サービスを提供します

ダイバーシティと
働き⽅改⾰を推進します

持続可能な
環境の保全に貢献します

持続的経営＝「⻑期志向」＋「社会価値（社会課題の解決）＋経済価値」

ちばぎんグループSDGs宣⾔

ESG課題への取組
Environment

環境
Social

地域･社会
Governance
ガバナンス
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これまでの取組み・外部評価

 SDGs宣言制定
 サステナビリティ

⽅針制定
 統合報告書発刊

 2017年
ESG推進委員会設置

 TCFD提言への賛同表明
 融資ポリシー改定

 人権⽅針制定
 フードバンク等との

連携協定

 環境⽅針制定
 気候変動情報の開示
 CO2排出量⽬標開示

 ESGインデックス投信
の組成・販売

 CO2排出量
⽬標再設定

（2030年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ）
 GXリーグ基本構想賛同

 2015年
経営諮問委員会設置

 2018年
CxO制導⼊
社外取⽐率1/3以上に引上

 2015年
地銀人材バンク

 2016年
寄付型私募債の取扱い

 コーポレート
ガバナンスに
関する⽅針策定

地方銀⾏ 大⼿⾏等
A－ 千葉 みずほFG

B
ふくおかFG
八十二

MUFG
SMFG
りそなHD

B－ 1社 1社
C 1社 2社
F 多数（未回答企業）

世界平均︓｢B-｣

邦銀として邦銀として
最⾼⽔準の
｢A-｣を取得

CDP気候変動スコア

メガ3⾏と
同⽔準の
｢A｣を取得

MSCI ESG Rating

MSCI指数への株式会社千葉銀⾏の組み⼊れ、およびMSCIのロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、
MSCIまたは関連会社による株式会社千葉銀⾏への後援、推奨、宣伝ではありません。MSCI指数は、MSCIの独占的財産
です。MSCIおよびMSCI指数の名称およびロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。

サステナビリティへの着実な取組み
〜2018 2019 2020 2021 2022

態勢等

環境

社会

ガバナンス

外部評価

 サステナブル・
ファイナンス⽬標設定

 譲渡制限付き
株式報酬制度導⼊

 SDGs推進室設置

 TFTの導⼊
 企業⾏動指針の導⼊

（企業理念の改定）

 TSUBASA
ダイバーシティ＆
インクルージョン宣言
制定
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中小企業

大企業

中堅企業

脱炭素社会の実現に向けて

千葉県全体のカーボンニュートラル実現に向け、当⾏・地域のお客さまに向けた取組みを推進

 お客さまの事業活動と
SDGsの⽬標を紐づけ

 お客さまのSDGs達成に向
けた取組みを⽀援

 サステナビリティ・リンク・ローン
 グリーンローン
 ポジティブ・インパクト・ファイナンス

 SDGsリーダーズローン
サステナビリティ・リンク・ローン型
グリーンローン型

 SDGsフレンズローン

 国際原則に準拠したファイナンス
 外部機関（R＆I等）が評価

 国際原則に整合したファイナンス
 ちばぎん総研が評価（R＆Iがフレームワークを評価）

当⾏の取組み

千葉県全体のカーボンニュートラル

気候変動リスクの
把握と適切な開⽰脱炭素への取組み

ちばSDGs推進
ネットワーク

CO2排出量可視化ツール CO2排出量可視化コンサル
（予定）

地域のお客さまに向けた取組み

リスク抑制ビジネス機会

脱炭素に向けた
コンサルティング

CO2排出量の
把握・削減

事業性評価への
ESG要素の取り込み

サステナブル・
ファイナンス

アドバイザリー特定先を
中心に取組み

ファイナンス・ソリューション

コンサルティング・ソリューション

 お客さまの規模やニーズにあわせた商品を提供

 お客さまのCO2排出量の把握や計測のための態勢を構築

2022/4
武蔵野銀⾏で取扱開始

New
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サステナブル・ファイナンス

※環境課題や社会課題の解決を資⾦使途とするファイナンス
（お客さまのESGやSDGs達成への取組みを⽀援するファイナンスを含む）

2兆円

サステナブル・ファイナンスを積極的に推進

0.64兆円
⽬標

2兆円

2022/3 2031/3

サステナブル・ファイナンス※
累計実⾏額⽬標

（2019年4月〜2031年3月）

サステナブル・ファイナンス⽬標  再⽣可能エネルギーの活用に取組むお客さまを資⾦面でサポート

2022/3末 融資残高
太陽光発電 1,374億円
バイオマス発電 173億円
⾵⼒発電 143億円
⽔⼒発電 7億円
合計 1,697億円

当⾏融資による
再⽣可能エネルギー発電量 (累計)

・年間発電量 ︓約677万MWh
・世帯数換算 ︓約190万世帯
・CO2削減効果 ︓約300万トン

※

再⽣可能エネルギー融資

0.25兆円

⽬標

1兆円

2022/3 2031/3

1兆円
うち、環境系ファイナンス

累計実⾏額⽬標
（2019年4月〜2031年3月）

サステナブル・ファイナンス

※日本︓2021年4月〜2022年3月貸出実⾏先
欧州︓2022年3月末現在融資残⾼のある先

太陽光

バイオマス

⾵⼒

洋上送電設備

欧州

愛知田原
バイオマス

発電

群馬新巻
メガソーラー

市原八幡埠頭
バイオマス

発電

洋上⾵⼒発電事業の
海域選定

(関東圏では千葉県のみ)

促進地域に指定
（全国5区域）

銚子

いすみ
有望地域に指定
（全国7区域）

うち､プロジェクトファイナンス案件※

※建設中のプロジェクトを含む

528 

978 

1,028 

528 

1,507 

2,535 
0.32 0.70 1.21 

下期 上期 下期
'21/3期 '22/3期

(億円)

SDGsフレンズローン累計実⾏額・資⾦利益
期末月の資⾦利益

(1ヶ月当たり)

累計実⾏額

苫東
バイオマス

発電

49



マスタ タイトルの書式設定 第１４次 中期経営計画

ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３

〜未来へ、つながる・超える〜

50

E 〜気候変動への対応〜

22,748 18,986 18,783 19,016 

97.1
77.7 76.9 72.7

2014/3 2019/3 2020/3 2021/3 2031/3

2013年度⽐
約25％削減単位面積あたりCO2排出量

（Kg-CO2/㎡）

CO2排出量（絶対値）(トン-CO2)

2031年3月までにCO2排出量ネットゼロ
（カーボンニュートラル※を達成）

CO2排出量⽬標を設定し、脱炭素に向けた取組を強化

（⽬標）

排出量
ネットゼロ

※⾃社の排出にかかるSCOPE1＋SCOPE2を対象

(トン-CO2) 2019/3 2020/3 2021/3

SCOPE1 2,591 2,493 2,425

SCOPE2 16,395 16,290 16,591
SCOPE 1･2 合計 18,986 18,783 19,016

SCOPE3（うち出張） 540 540 540
（うち通勤） 1,640 1,660 1,590

CO2排出量推移

SCOPE３のうち、
上場企業等への融資に基づく排出量を部分開示予定

New

50

 気候変動に関する情報を積極的に開示（2019年12月TCFD提言賛同表明）

千葉県内における台⾵・豪⾬等⾵⽔災による不動産担保の損壊等
与信関係費用に影響する担保価値影響額

30〜40億円

与信関係費用の増加額
最大で140億円

石油・ガス
石炭

電⼒
ユーティリティ

※1  2019年秋の｢房総半島台⾵｣｢東日本台⾵｣およびそれに続く大⾬に伴う千葉県内における建物被災データ､IPCC
のRCP2.6シナリオ（2℃シナリオ）およびRCP8.5シナリオ（4℃シナリオ）を前提に算出。千葉県内の不動
産担保（住宅ローンを除く⼀般貸出のみ）が分析対象。

※2  IEAのSDSシナリオを前提に算出。
※3  TCFD提言が推奨する定義を踏まえたエネルギーおよびユーティリティセクター向け2021年3月末の貸出⾦､⽀

払承諾､外国為替､私募債等の合計。ただし､⽔道事業､再⽣可能エネルギー発電事業を除く。

当⾏貸出⾦等に占める炭素関連資産の割合1.1％

※1

脱炭素社会への移⾏

大規模⾵⽔災等 海面上昇

※2

※3

物理的
リスク

2050年
まで

移⾏
リスク

2050年
まで

情報開⽰

不動産担保の毀損および企業の事業停滞に
基づく与信関係費用増加額を算出予定

鉄鋼セクター追加予定

※  SCOPE3については、千葉銀⾏本体のみの概算値

（参考）
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S 〜ダイバーシティ・地⽅創⽣〜 ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ２０２３
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多様な人材の活用

経済産業省･
東京証券取引所

｢なでしこ銘柄｣選定

5年連続

※⽀店⻑代理など、部下をもつ職務にある職員及びそれと同等の地位にある職員であり、
担当業務の責任者として、組織マネジメントの職責を担う者。

2021年
3月期

2022年
3月期

2026年
7月⽬標

リーダー職 以上に
占める⼥性⽐率（人数）

24.4％
(453名)

2021/4/1現在

25.4％
(465名)

2022/4/1現在
30％

有給取得率 70％ 72％ 80％

男性育児休業取得率 112.7％ 102.9％ 100％
継続

ダイバーシティ推進

プラチナ
えるぼし取得

銀⾏初

51

地方創⽣

外部評価

TSUBASAダイバーシティ＆インクルージョン宣⾔
地域の持続的な成⻑を実現するため、ダイバーシ
ティ＆インクルージョンを競争⼒の源泉と位置づけ
積極的に取組むことを宣言（2022年4月制定）

New

小湊鐵道沿線エリア特集（2022年4月28日始動）

観光・新事業による
地域活性化を狙う

New数値⽬標

 トロッコ乗⾞イベント
 ひまわり畑
 ⾥⼭サイクリング
 サッカー 等

11の新商品・新プロジェクト

「ちばSDGsパートナー登録制度」
登録企業数

945社
（2022年1月〜2月）

ちばSDGｓ推進ネットワーク

2022年3月25日時点の公表情報に基づく集計

千葉県は募集開始2カ月にして
全国トップレベルの登録数

他都道府県の認定制度登録数
No.1 ⻑野県 1,329社
No.2 熊本県 1,012社

※

千葉県内
お客さま

ちばSDGsパートナー
登録制度の制定

 SDGs普及や啓発、伴走支援
 ネットワーク会員同⼠の情報共有･連携

他8団体
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1,898
1,102

977 974
821

53.8 

16.2 
11.0 9.7 

8.1 

'01/3 '14/3 '16/3 '18/3 '20/3 '22/3

G 〜ガバナンス〜
第１４次 中期経営計画
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グループガバナンスの⾼度化

監査役会

社外取締役
社外監査役 株主総会

経営会議

取締役会指名・報酬・経営
諮問委員会

監査役

監査役室
頭取

※その他有価証券で時価のあるものの取得価格

【政策保有に関する⽅針】
リスク・リターンを踏まえた経済合理性や株式価値の
将来⾒通しを踏まえ、保有意義の妥当性を適宜検証

政策保有株式簿価※とTier1に対する割合 (連結)

監査部

33％
3/9名

＜独⽴社外取締役⽐率＞

33％
3/9名

＜⼥性取締役⽐率＞

株式簿価の連結Tier1に
対する割合 (％)

株式簿価（億円）

各部（本部）

グループチーフオフィサー制

CEO
最⾼経営
責任者

COO
最⾼執⾏
責任者

CSO
最⾼企画
責任者

CRO
最⾼リスク
管理責任者

CBO
最⾼営業
責任者

CIO
最⾼情報
責任者

CDTO
最⾼デジタル・
トランスフォー

メーション
責任者

CHRO
最⾼人事
責任者

⃝ 右下に記載の通り、政策保有株式の削減を着実に進めており、株式簿価の連結

Tier Ⅰに対する割合は、８.１％と前年の９.７％から１.６ポイント削減してお

り、２０１４年３月期の１６.２％からは半減しました。

⃝ 今後も、コーポレートガバナンスコードで掲げるように、取引先等との十分な対

話を経たうえで残高縮減を進めてまいります。

⃝ 私からの説明は以上となります。ご清聴頂きまして、ありがとうございました。
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千葉県について

コロナ禍においても、千葉県の不動産価格は上昇

0.1

▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.6
▲ 0.9

0.7
1.0

0.2
0.5

▲ 0.6

東京 神奈川 埼玉 北関東
3県平均

千葉

0.5

▲ 1.9

0.1

▲ 0.9 ▲ 0.9

1.2
0.6

0.1 0.2

▲ 0.6

東京 神奈川 埼玉
北関東
3県平均千葉

2.9

0.9
1.8 1.6

▲0.0

5.3

1.9
2.6 2.4

0.4

東京 神奈川 埼玉 北関東
3県平均千葉

2年連続
関東圏1位

2年連続
関東圏1位

関東圏唯一
2年連続プラス

工業地商業地住宅地

都道府県別転入超過数

0

20

40

60

80

神奈川 埼玉 千葉 福岡 大阪 東京

2019 2020 2021

(千人) 2年連続増加は千葉県のみ

■2021年1月 ■2022年1月公⽰地価（前年比変動率）

千葉県の主要経済データ

人口
628万人

県⺠所得
19.5兆円

県内総⽣産
21.0兆円

全国6位 全国6位 全国7位

第1次
産業

第2次
産業

第3次
産業

全国4位

全国9位

全国6位

0.2兆円

5.2兆円

15.5兆円

出所︓総務省統計局「国勢調査」（2020年度）、内閣府経済社会総合研究所「県⺠経済計算」（2018年度）

出所︓総務省

(％) (％) (％)
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821 
1,128 

956 
1,190 

1,616 

784 

CSOB Czech 

Republic

Caixa Geral de

Depositos

National Bank

of Greece

ANZ Bank New

Zealand
千葉銀⾏ OPT BankCSOB 

Czech 
Republic

Caixa 
Geral de 

Depositos

National 
Bank of 
Greece

ANZ Bank 
New 

Zealand
千葉銀⾏ OPT

Bank

13.8 14.2
15.8

18.3

4.9 5.5 6.2 7.4

36.1%
39.0% 39.7% 40.7%

2006/3 2011/3 2016/3 2021/3

(兆円) 千葉県内
銀⾏貸出

総額

うち
千葉銀⾏

千葉銀⾏
シェア

千葉県で圧倒的な営業基盤を確⽴ / 世界各国の最大銀⾏と⽐較しても相応の規模

千葉県内シェア・世界の銀⾏との⽐較

千葉県内 残高･シェア

34.9 37.0 
41.5

49.4

7.5 8.8 10.5 13.4

21.6%
24.0%

25.4%
27.2%

2006/3 2011/3 2016/3 2021/3

(兆円) 千葉県内
預⾦総額

うち
千葉銀⾏

千葉銀⾏
シェア

千葉県の経済規模（世界各国と比較）
千葉銀⾏の総資産（最大銀⾏との比較）

2,489 2,424 
2,123 2,100 

1,770 1,604 

チ
ェ
コ

ポ
ル
ト
ガ
ル

ギ
リ
シ
ャ

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

千
葉
県

ハ
ン
ガ
リ
ー

千
葉
県

ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド

出所︓主要国GDPはIMF World Economic Outlook、千葉県GDPは内閣府統計
(主要国は2018年1〜12月、千葉県は2018年4月〜2019年3月のデータ)
国内最大銀⾏の総資産はThe Banker(2021年版)

(億㌦)

貸出⾦

預⾦ GDP

各国･地域の最大銀⾏ 総資産

出所︓⾦融ジャーナル
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本資料に関するご意⾒、ご感想、お問い合わせは
下記ＩＲ担当までお願いいたします。

株式会社 千葉銀⾏経営企画部（ＩＲ担当）

Tel : 043-301-8459
Fax: 043-242-9121

E-Mail: ir@chibabank.co.jp

本資料は、情報の提供のみを⽬的として作成されたものであり、特定の証券の売買を勧誘
するものではありません。
本資料に記載された事項の全部⼜は⼀部は予告なく修正⼜は変更されることがあります。
本資料には、将来の業績にかかる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を
保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境
の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。

mailto:ir@chibabank.co.jp

